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平成 28 年９月１日 

総務省大臣官房会計課 

 

平成 28 年度総務省行政事業レビューの結果について 

 

１．対象事業 

  平成 27 年度に実施した 163 事業 

２．実施方法 

(1) 全事業について、事業所管部局による自己点検及び行政事業レ 

ビュー推進チームによる点検を実施 

(2) そのうち、57 事業については、政策評価の観点も踏まえ外部有識

者による点検を実施 

 

３．実施結果 

評価区分 事業数 
外部有識者の点検を 

受けた事業数 

①  廃止 １事業 ０事業 

②  縮減 ４事業 ２事業 

③  執行等改善 ９３事業 ２９事業 

④  予定通り終了 ３９事業 ２５事業 

⑤  現状通り ２６事業 １事業 

合計 １６３事業 ５７事業 

 

４．レビュー対象事業の平成 29 年度予算概算要求への反映結果  

行政事業レビューによる 

平成 29 年度予算概算要求への反映額 
▲１４１ 

  （単位：百万円） 

５．レビューシート等の公表 

  ９月７日（水）総務省ホームページにて公表 

 
【資料１－１】 



様式１ 【資料１－２】
総務省

平成２８年度 平成２９年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

施策名：Ⅰ-１ 適正な行政管理の実施

001 行政管理実施事業 昭和21年度 終了予定なし 214 214 193 

本事業は、政府全体の行政運営等の効率化
を行うための事業であり、扱う分野が非常
広い。故に、本事業を実施することによ
り、行政運営の最適化や効率化を達成して
いくためには、扱う分野ごとにアウトカム
を設定し、達成状況を把握、分析していく
ことが望ましい。また、一者応札が目立つ
ことから、支出先選定にあたっては、競争
性を向上させる努力が必要である。

事業内容の一部改
善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

188 184 ▲4 - 執行等改善

ご指摘のとおり非常に幅広い分野を扱っており、分野によっては定量的なアウト
カム指標を設定することが困難であるものの、可能な限りアウトカム指標を設定
できるよう努力して参りたい。
また、複数事業者からの見積もり取得を引き続き行う等、今後も競争性確保・向
上に努める。

行政管理局 一般会計

（項）行政管理実施費
　（大事項）行政管理の実施
に必要な経費
（項）行政評価等実施費
　（大事項）行政管理の実施
に必要な経費

001 その他

施策名：Ⅰ-２ 行政評価等による行政制度・運営の改善

002 行政評価等実施事業（総務本省） 昭和27年度 終了予定なし 145 145 109 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

147 165 18 ▲22 縮減

改善の方向性及び所見で示された取組を着実に行いながら、引き続き、効率的・
効果的な予算の執行に努めていく。
また、平成29年度予算概算要求に当たっては、前年度の所見等も踏まえ、積算等
の見直し(▲22百万円)を行った。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」40百万円

行政評価局 一般会計
（項）行政評価等実施費

　（大事項）行政評価等の実
施に必要な経費

002 平成２６年度対象

003 行政評価等実施事業（管区行政評価局） 昭和27年度 終了予定なし 756 756 679 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

778 879 101 ▲19 縮減

改善の方向性及び所見で示された取組を着実に行いながら、引き続き、効率的・
効果的な予算の執行に努めていく。
また、平成29年度予算概算要求に当たっては、前年度の所見等も踏まえ、積算等
の見直し(▲19百万円)を行った。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」131百万円

行政評価局 一般会計
（項）行政評価等実施費

　（大事項）行政評価等の実
施に必要な経費

003 平成２６年度対象

施策名：Ⅱ-１ 分権型社会にふさわしい地方行政体制整備等

004
地方行政制度の整備に必要な経費（地方分権振
興経費、市町村合併円滑化経費等除く。）

- 終了予定なし 94 94 94 

本事業の執行額の約１／２は、外国人住民
に係る住民基本台帳制度に関する電話対応
業務である。本事業の活動指標の一つとし
て、外国人住民基本台帳制度の観点が必要
ではないか。

事業内容の一部改
善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

106 136 30 - 執行等改善 引き続き適正な予算執行に努める。 自治行政局 一般会計
（項）地方行政制度整備費
　（大事項）地方行政制度の

整備に必要な経費
004 その他

005 地方分権の振興に要する経費 平成20年度 平成29年度 246 246 246 

執行にあたり、交付団体に対して適切な執
行ができるよう指導している点は評価でき
る。更に事業が適切に執行されるよう努め
るべき。今後ＫＰＩの設定にできるだけ努
力すべき。

事業内容の一部改
善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

71 0.2 ▲71 - 執行等改善
交付金事業は平成28年度の交付をもって終了。平成29年度には、平成28年度交付
団体への実地検査を実施。

自治行政局 一般会計
（項）地方行政制度整備費
　（大事項）地方行政制度の

整備に必要な経費
005 最終実施年度

006 市町村の合併円滑化に必要な経費 平成13年度 平成29年度 2,375 2,231 2,229 

本経費は、合併した市町村の市町村建設計
画に基づく事業に対して交付するものであ
り、引き続き、市町村合併の推進に有効か
つ効果的な事業に活用されるよう努めるべ
き。今後ＫＰＩの設定にできるだけ努力す
べき。

事業内容の一部改
善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

797 9 ▲788 - 執行等改善
補助金事業は平成28年度の交付をもって終了。平成29年度には、これまでの取組
の検証事業を実施。

自治行政局 一般会計

（項）地方行政制度整備費
　（大事項）地方行政制度の

整備に必要な経費
（項）東日本大震災復旧・復

興地方行政制度整備費
　（大事項）東日本大震災復
旧・復興に係る地方行政制度

の整備に必要な経費

006 最終実施年度 ○

007 地方議会の活性化に要する経費 平成25年度 終了予定なし 13 13 7 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

12 10 ▲2 - 執行等改善
事業上必要最低限という視点で内容を精査した結果、雑役務費の見直し等により
減額。

自治行政局 一般会計
（項）地方行政制度整備費
　（大事項）地方行政制度の

整備に必要な経費
007 平成２６年度対象

008 地方独立行政法人の支援に要する経費 平成25年度 終了予定なし 2 2 2 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

2 2 - - 執行等改善 引き続き適正な予算執行に努める。 自治行政局 一般会計
（項）地方行政制度整備費
　（大事項）地方行政制度の

整備に必要な経費
008 平成２６年度対象

009 新たな広域連携の促進に要する経費 平成26年度 終了予定なし 199 199 160 平成28年度公開プロセス
事業内容の一部改

善

これまで行ってきた事業の成果を十分に把握・
分析し、その結果を各地方公共団体に情報提供
することにより、今後の広域連携の推進に生か
すこと。

128 209 81 - 執行等改善

平成２６・２７年度新たな広域連携促進事業（連携中枢都市圏形成、都道府県補
完、三大都市圏における水平連携等）に係る成果について、検討段階における課
題や、未だ圏域形成等に至っていない場合も含めて整理する。この成果を、平成
２８年度委託団体をはじめとする圏域形成等を検討する団体が活用できるよう情
報提供（説明会、ヒアリング等）していくことで、「新たな広域連携の促進」を
一層図る。特に、地方制度調査会において重要性が指摘された都道府県補完、三
大都市圏における水平連携等に係る取組についてより深化していく。

自治行政局 一般会計
（項）地方行政制度整備費
　（大事項）地方行政制度の

整備に必要な経費
009 その他 ○

施策名：Ⅱ-２ 地域振興（地域力創造）

010
地域振興に必要な経費（「地域経済循環の創
造」の推進に要する経費、過疎地域振興対策に
要する経費、定住自立圏構想推進費等除く。）

- 終了予定なし 82 82 40 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

89 81 ▲8 - 執行等改善 引き続き適正な予算執行に努める。 自治行政局 一般会計
（項）地域振興費

　（大事項）地域振興に必要
な経費

010 平成２７年度対象

011 「地域経済循環の創造」の推進に要する経費 平成24年度 終了予定なし 2,525 3,769 3,555 

秋のレビューを契機として、公的支援の必
要性や、より事業効果を高めるための制度
見直しを行ったことは、非常に評価でき
る。引き続き、見直し後の制度により、よ
り効果的な執行に努めるべき。

事業内容の一部改
善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

2,110 3,993 1,883 - 執行等改善

　国費の対象とする事業を、公共性・モデル性の観点から重点化を図るととも
に、地域の主体性を高めるため、全額国費負担を見直し、上限額の見直しを図る
とともに、一定の地方費負担を導入した。さらに、地域金融機関による地域の資
金の活用を拡大するために新たな要件（「公費補助金：地域金融機関の融資＝
１：１以上」）を設定した。
　引き続き、見直し後の制度により、より効果的な予算執行に努める。

要望額　2,033 自治行政局 一般会計
（項）地域振興費

　（大事項）地域振興に必要
な経費

011 行革推進会議 ○

012 過疎地域振興対策 等に要する経費 昭和46年度 平成32年度 700 724 705 

 秋のレビューを契機として、関係省庁との
役割分担や申請手続きの統一化などの制度
見直しを行ったことは、非常に評価でき
る。引き続き、見直し後の制度により、よ
り効果的な執行に努めるべき。

事業内容の一部改
善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

732 1,352 620 - 執行等改善

総務省の「過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業」と国土交通省の『「小
さな拠点」を核とした「ふるさと集落生活圏」形成推進事業』の２事業につい
て、提出書類の共通化及び役割分担の明確化に必要な交付要綱の改正及び提出書
類の様式の見直しを行うとともに、内閣府から一括して事業を募集し、申請手続
を一本化した。

要望額　1,020 自治行政局 一般会計
（項）地域振興費

　（大事項）地域振興に必要
な経費

012 行革推進会議 ○

013 定住自立圏構想推進費 平成21年度 終了予定なし 7 7 7 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

6 111 105 - 執行等改善
概算要求において所要額を要求するとともに、引き続き適切な予算執行に努め
る。

要望額　101 自治行政局 一般会計
（項）地域振興費

　（大事項）地域振興に必要
な経費

013 平成２６年度対象

014
「分散型エネルギーインフラ」プロジェクトの
推進に要する経費

平成25年度 終了予定なし 236 476 451 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

260 260 - - 執行等改善 引き続き、適正な予算執行に努める。 自治行政局 一般会計
（項）地域振興費

　（大事項）地域振興に必要
な経費

015 平成２７年度対象 ○

015
都市・農山漁村の教育交流による地域活性化推
進に要する経費

平成25年度 終了予定なし 30 30 22 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

30 75 45 - 執行等改善
概算要求において所要額を要求するとともに、引き続き適切な予算執行に努め
る。

要望額　50 自治行政局 一般会計
（項）地域振興費

　（大事項）地域振興に必要
な経費

016 平成２７年度対象 ○

016
暮らしを支える地域運営組織のあり方に関する
調査研究事業に要する経費

平成26年度 平成27年度 11 11 10 外部有識者による点検対象外 終了予定 平成27年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 平成27年度をもって事業終了。 自治行政局 一般会計
（項）地域振興費

　（大事項）地域振興に必要
な経費

017 平成２７年度対象 ○

017 機能連携広域経営推進調査事業に要する経費 平成26年度 終了予定なし 25 25 15 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

7 - ▲7 ▲7 廃止 新たな事業の公募を行わず、事業を終了することとした。 自治行政局 一般会計
（項）地域振興費

　（大事項）地域振興に必要
な経費

021 平成２７年度対象 ○

018 地方への移住・交流の推進に要する経費 平成26年度 終了予定なし 103 169 130 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

109 137 28 - 執行等改善
「移住・交流情報ガーデン」における移住希望者等への情報提供体制の強化のた
めに必要な経費を拡充する一方、印刷製本費の見直し等を行った上で、概算要求
において所要額を要求するとともに、引き続き適切な予算執行に努める。

要望額　35 自治行政局 一般会計
（項）地域振興費

　（大事項）地域振興に必要
な経費

022 平成２７年度対象

差引き
備　考

反映状況

平成２８年度行政事業レビュー事業単位整理表兼点検結果の平成２９年度予算概算要求への反映状況調表
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事　　業　　名
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年度 執行

可能額

（単位：百万円）

執行額
会計区分 項・事項
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年度レ
ビュー
シート番

号
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由を記載
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行政事業レビュー推進チームの所見

基金
所見の概要 反映内容

事業終了
(予定)年度

委託
調査評価結果

担当部局庁
補助
金等
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所見の概要 反映内容

事業終了
(予定)年度

委託
調査評価結果

担当部局庁
補助
金等

019 地域おこし協力隊の推進に要する経費 平成26年度 終了予定なし 85 85 81 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

128 153 25 - 執行等改善
地域おこし協力隊の推進のために必要な経費を拡充する一方、印刷製本費の見直
し等を行った上で、概算要求において所要額を要求するとともに、引き続き適切
な予算執行に努める。

要望額　45 自治行政局 一般会計
（項）地域振興費

　（大事項）地域振興に必要
な経費

023 平成２７年度対象 ○

020
2020年オリンピック・パラリンピック東京大会
及びラグビーワールドカップ2019を通じた地域
活性化に要する経費

平成27年度 平成31年度 19 19 15 

国際スポーツ大会のキャンプ受け入れ自治
体等における地域活性化取組を支援するも
のであり、本事業の効果をより高めるため
には、本調査結果を各自治体が十分に活用
できるよう情報提供の充実を図ることが重
要。

事業内容の一部改
善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

14 11 ▲3 - 執行等改善 事業内容を適切に見直し、経費の効率化を図る。 自治行政局 一般会計
（項）地域振興費

　（大事項）地域振興に必要
な経費

新27-
0001

前年度新規

021
条件不利地域における日常生活機能確保のため
の実証事業に要する経費

平成27年度 終了予定なし 10 10 7 
本事業の効果をより高めるため、本事業の
結果を各自治体等が十分に活用できるよう
情報提供の充実を図ることが重要。

事業内容の一部改
善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

9 - ▲9 - 執行等改善 事業内容を適切に見直し、経費の効率化を図る。 自治行政局 一般会計
（項）地域振興費

　（大事項）地域振興に必要
な経費

新27-
0002

前年度新規 ○

施策名：Ⅱ-３ 地方財源の確保と地方財政の健全化

022 地方財政制度の整備に必要な経費 昭和23年度 終了予定なし 49 49 34 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

50 52 2 - 執行等改善
概算要求においては地方公共団体金融機構の業務の在り方見直しに関する検討会
経費として諸謝金、委員等旅費及び庁費を新規で要求する一方、調査委託業務の
見直し等により、予算のスクラップ＆ビルドを適切に実施した。

自治財政局 一般会計
（項）地方財政制度整備費
　（大事項）地方財政制度の

整備に必要な経費
024 平成２６年度対象

施策名：Ⅱ-４ 分権型社会を担う地方税制度の構築

023 地方税制度の整備に必要な経費 昭和25年度 終了予定なし 30 30 26 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

35 40 5 - 執行等改善

償却資産に係る申告システムの構築・改修に係る経費を計上しているため要求額
は増加している。
一方で、執行実績を踏まえた要求額の精査を行い、適切な予算執行に努めてい
る。

自治税務局 一般会計
（項）地方税制度整備費

　（大事項）地方税制度の整
備に必要な経費

025 平成２５年度対象

024 ふるさと納税の手続き簡素化及びＰＲ 平成26年度 平成27年度 - 239 135 

広報総合企画は、企画競争により1.2億円の
契約となっているが、企画競争の際に1.2億
円ありきとなっていないか。企画競争の場
合、企画内容とともに、経費節減の観点に
ついても検討が必要ではないか。

終了予定 平成27年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 平成27年度をもって事業終了。 自治税務局 一般会計
（項）地方税制度整備費

　（大事項）地方税制度の整
備に必要な経費

026 その他

施策名：Ⅲ 選挙制度等の適切な運用

025
選挙制度等の整備に必要な経費
（参加・実践等を通じた政治意識向上に要する
経費除く。）

- 終了予定なし 52 52 28 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

54 47 ▲7 - 執行等改善 引き続き適正な予算執行に努める。 自治行政局 一般会計
（項）選挙制度等整備費

　（大事項）選挙制度等の整
備に必要な経費

027

026
参加・実践等を通じた政治意識向上に要する経
費

昭和32年度 終了予定なし 134 521 444 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

134 144 10 - 執行等改善
選挙権年齢の引下げに伴い、政治意識の向上を図る主権者教育等の重要性は一層
高まっており、業務上必要な経費について要求するものであるが、事業実施に当
たっては、経費の効率化を図り、適正な予算執行に努める。

予備費
387

自治行政局 一般会計

（項）選挙制度等整備費
　（大事項）選挙制度等の整

備に必要な経費
　（大事項）選挙権年齢引下
げに伴う新たに有権者となる
主権者等への教育等及び選挙
人名簿システムの改修に必要

な経費

028

027 選挙人名簿システム改修費補助金 平成27年度 平成27年度 - 1,589 1,175 

活動実績では一部自治体が補助事業を活用
しなかった一方、成果目標は100%となって
いる。補助事業を活用せずしても成果目標
100%を達成した（全自治体の名簿システム
の改修がなされた）相関関係について、何
らかの説明をすべきではないか。

終了予定 平成27年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了

当初の目標はすべての市町村1，741団体としていたが、約２００団体は運用保守
契約の範囲内で改修を行うなどの対応を行ったところでり、補助金を活用してシ
ステム改修を行った団体は1，542団体となったが、選挙人名簿の調製のために必
要な準備はすべての団体で行われたことから、成果目標１００％とした。

予備費
1,589

自治行政局 一般会計

（項）選挙制度等整備費
　（大事項）選挙制度等の整
備に必要な経費
　（大事項）選挙権年齢引下
げに伴う新たに有権者となる
主権者等への教育等及び選挙
人名簿システムの改修に必要
な経費
（大事項）選挙人名簿の登録
制度の見直しに伴う選挙人名
簿システムの改修に必要な経
費

前年度新規

施策名：Ⅳ 電子政府・電子自治体の推進

028 情報システム高度化等推進事業 平成16年度 終了予定なし 214 214 159 外部有識者による点検対象外 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き所要
額を計上。

213 357 144 - 現状通り 事業の効率的な予算執行に努め、引き続き所要額を計上。
大臣官房企画課情
報システム室

一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

032

029 総務省ＬＡＮ整備・運用事業 平成12年度 終了予定なし 2,343 2,343 2,266 外部有識者による点検対象外 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き所要
額を計上。

3,184 2,824 ▲360 - 現状通り 事業の効率的な予算執行に努め、引き続き所要額を計上。
大臣官房企画課情
報システム室

一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

033

030 総務省共通基盤支援設備整備・運用等事業 平成14年度 終了予定なし 99 99 97 外部有識者による点検対象外 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き所要
額を計上。

121 150 29 - 現状通り 事業の効率的な予算執行に努め、引き続き所要額を計上。
大臣官房企画課情
報システム室

一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

034

031 総務省ホームページ運営事業 平成12年度 終了予定なし 72 72 71 外部有識者による点検対象外 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き所要
額を計上。

98 80 ▲18 - 現状通り 事業の効率的な予算執行に努め、引き続き所要額を計上。
大臣官房政策評価
広報課広報室

一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

035 平成２５年度対象

032
電子政府関連事業（政府情報システム基盤整
備）

平成15年度 終了予定なし 14,176 11,558 11,389 

・「定性的な成果」として「コスト削減」
が言及されている以上、何らかのエビデン
スを出してその「寄与」を説明すべきでは
ないか。
・一者応札が目立ち、点検欄にその「理由
を聴取」とあるが、これが今後の「改善」
にどう結びつくつのか、説得的な説明が必
要（支出額１０億円以上についてのみ記載
が求められているが、内部的には検討すべ
き）。
・一者応札で落札率が高いものが目立つ
が、相手方から見積もりを徴取しそれに基
づいて予定価格を設定しているのではない
か？（構造的に一者になりやすい入札の場
合これは問題である）

事業内容の一部改
善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

12,649 19,884 7,235 - 執行等改善

・定性的な成果については、定量的な指標の記載のとおり、「世界最先端ＩＴ国
家創造宣言」（平成26年6月24日閣議決定）に掲げられたものに寄与する取組の一
つに過ぎないことから、本事業のみで指標を設定することは適当ではないため定
性的な成果としているが、政府情報システム全体に寄与するため、政府で共用す
るシステム基盤を適切に管理・運営に努める。
・下見積もり事象者に対し入札に参加しなかった理由を聴取、複数入札を妨げて
いる事情を把握し、必要に応じ仕様書等に反映することで複数事業者の参入促進
を図る。
・官房会計課における予定価格の設定にあたっては、担当部局が徴取した複数事
業者の見積もり、担当部局の予算額、公刊資料等の価格、過去の実績なども勘案
し設定しているところであり、一者応札の業者の見積もりだけに基づいて設定す
ることはない。また、官房会計課へ調達手続を依頼するにあたっては担当部局に
おいて複数事業者から見積もりを徴取した上で行うなど、一者応札にならないよ
うな対策を講じているところであり、今後も複数事業者の競争入札への参入促進
を図る。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」
2,741

行政管理局 一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

036 その他

033
総務省所管府省共通情報システムの一元的な管
理・運営

平成15年度 終了予定なし 386 386 370 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

647 647 - - 執行等改善
政府共通プラットフォームへの移行の効果がより継続的なものとなるよう、効率
的な運用を行うとともに、入札結果を要求額に適切に反映し、必要な経費を要求
している。

行政管理局 一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費
　（大事項）文書管理業務・
システムの最適化実施に必要

な経費

037 平成２５年度対象

034 電子政府関連事業（ＩＣＴ人材育成） 昭和35年度 終了予定なし 89 89 81 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

92 182 90 - 執行等改善
所見を踏まえ、複数事業者から見積もりを徴収する等、更なる経費の効率化を図
り、適正な予算執行に努める。

行政管理局 一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

038
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035
電子政府関連事業（国民利便生向上・行政透明
化）

平成13年度 終了予定なし 576 576 570 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

991 717 ▲274 - 執行等改善 所見を踏まえ、更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に努める。 行政管理局 一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

039

036
住民基本台帳ネットワークシステムセキュリ
ティ対策経費

平成15年度 終了予定なし 5 5 5 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

5 5 - - 執行等改善 経費の効率化を図り、適正な予算執行に努める。 自治行政局 一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

040

037
地方行税政統計等・災害時等における情報通信
メディアの活用に要する経費

平成23年度 終了予定なし 110 110 108 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

75 74 ▲1 - 執行等改善

地方行税政統計システムについては平成27年度に政府共通プラットフォームへの
移行を実施しており、経費の効率化をはかっているところ。また、衛星通信ネッ
トワークについては、引き続き調達適切性を確保すると共に、安定的な情報通信
手段の確保を図っているところ。引き続き適正な執行に努める。

自治行政局 一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

041

038 電磁的記録式投票導入支援経費 平成14年度 終了予定なし 9 - - 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

9 9 - - 執行等改善
業務上最低限必要なものを精査し、概算要求したところであるが、事業実施に当
たっては、経費の効率化を図り、適正な予算執行に努める。

自治行政局 一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

042

039
政治資金・政党助成関係申請・届出オンライン
システム運営等経費

平成16年度 終了予定なし 197 229 229 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

124 183 59 - 執行等改善 引き続き適正な予算執行に努める。 自治行政局 一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

043

040 地方財政決算情報管理システム運営等経費 平成13年度 終了予定なし 188 190 190 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

188 224 36 - 執行等改善 引き続き適正な予算執行に努めながら、事業目的の達成を図っていきたい。 自治財政局 一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

044

041
自治体クラウドの取組の加速に向けた調査研究
等

平成23年度 終了予定なし 41 41 38 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

67 30 ▲37 - 執行等改善 引き続き、更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に努める。 自治行政局 一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

045 平成２５年度対象

042
社会保障・税番号制度の導入及び利活用の検討
に要する経費（個人番号カードの普及・利活用
に要する経費）

平成24年度 平成28年度 45 45 45 

・マイナンバーカードの発行枚数が本事業
のアウトカムになっているが、発行枚数は
「啓蒙」だけの問題ではない。事業規模か
らみてもその効果は限定的。
・落札率等未記載の箇所がある。

終了予定 平成28年度をもって事業終了。 16 20 4 - 予定通り終了 平成28年度で予定通り終了。 自治行政局 一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

046 最終実施年度 ○

043
社会保障・税番号制度の導入及び利活用の検討
に要する経費（携帯電話を利用した公的個人認
証サービスに係る調査研究に要する経費）

平成24年度 平成28年度 48 48 48 

・「全国自治体数（参考）」は不要なので
はないか。
・単位あたりのコストの分母が自治体数に
なっているが、これでコストの高低を判断
するのは無理。
・一者応札（落札率の記載がない）となっ
た構造的要因は内部的には検討しておくべ
きである。

終了予定 平成28年度をもって事業終了。 80 - ▲80 - 予定通り終了 平成28年度で予定通り終了。 自治行政局 一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

047 最終実施年度 ○

044
社会保障・税番号制度の導入及び利活用の検討
に要する経費（個人番号を活用した今後の行政
サービスのあり方に関する研究会）

平成24年度 平成28年度 19 19 19 

・「全国自治体数（参考）」は不要なので
はないか。
・調査研究が事業内容なのであれば、その
結果から何が導けたのかの省庁側の分析が
評価の前提
・単位あたりのコストの分母が自治体数に
なっているが、これでコストの高低を判断
するのは無理。
・一者応札（落札率の記載がない）となっ
た構造的要因は内部的には検討しておくべ
きである。

終了予定 平成28年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 平成28年度で予定通り終了。 自治行政局 一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

048 最終実施年度 ○

045 電子調達システムの維持運用 平成23年度 終了予定なし 611 611 536 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

646 842 196 - 執行等改善 改修等の仕様の内容を精査し、一層の入札の競争性の向上を実施。 情報流通行政局 一般会計

　（項）電子政府・電子自治
体推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

049

046
社会保障・税に関わる番号制度に関するシステ
ム構築等に要する経費

平成25年度 平成30年度 78,367 56,302 56,302 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

15,128 23,203 8,075 - 執行等改善 経費の効率化を図り、適正な予算執行に努める。 自治行政局 一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

050 平成２６年度対象 ○

047 番号制度の実施に必要なシステム整備等事業 平成24年度 終了予定なし 12,871 54,366 46,066 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

3,412 8,538 5,126 - 執行等改善 経費の効率化を図り、適正な予算執行に努める。
大臣官房個人番号
企画室

一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

051 ○ ○

048
地方税務システムの社会保障・税に関わる番号
制度との連携・活用のための検討に要する経費

平成23年度 平成27年度 1 1 - 外部有識者による点検対象外 終了予定 平成27年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 平成27年度をもって事業終了。 自治税務局 一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

052

049 電子行政サービスの改善方策に関する調査研究 平成25年度 終了予定なし 10 10 7 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

12 71 59 - 執行等改善 引き続き適正な予算執行に努める。 要望額　51 自治行政局 一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

054 平成２６年度対象

050
人事・給与関係業務情報システムの運用支援業
務

平成25年度 平成27年度 11 11 11 外部有識者による点検対象外 終了予定 平成27年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 平成27年度をもって事業終了。 大臣官房秘書課 一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

055 平成２６年度対象

051 不在者投票の投票用紙等のオンライン請求 平成27年度 平成27年度 22 22 11 

・総合評価方式＝入札なのであれば落札率
の記載は必要。
・「調査研究」と「アウトカム＝要件定義
１件」の関係は？

終了予定 平成27年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了
今回の調査研究は、システム構築の需要があるかどうかなどの選管や選挙人に対
するヒアリング調査の実施なども含むものであるが、システムの成果物としては
要件定義書であることから、要件定義書１件とした。

自治行政局 一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費

　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

新27-
0003

前年度新規

052 自治体情報セキュリティ強化対策事業 平成27年度 平成28年度 25,499 25,499 61 

・マイナンバー関連事業として国が補助金
を与えているのはわかるが、なぜ平均「１
０−１４百万」なのか。
・補助金額の算出根拠は何か（人口に比
例？）

終了予定 平成28年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 平成28年度で予定通り終了。 自治行政局 一般会計

（項）電子政府・電子自治体
推進費
　（大事項）電子政府・電子
自治体の推進に必要な経費

前年度新規

施策名：Ⅴ-１ 情報通信技術の研究開発・標準化の推進

053 準天頂衛星時刻管理系設備の運用に必要な経費 平成24年度 平成28年度 64 64 64 外部有識者による点検対象外 終了予定
平成28年度をもって事業終了。
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

57 - ▲57 - 予定通り終了
所見を踏まえ、委託事業における実施項目の精査、運用体制の見直し等、さらな
る経費の効率化を実施。

情報通信国際戦略
局

一般会計

（項）情報通信技術研究開発
推進費

　（大事項）情報通信技術の
研究開発の推進に必要な経費

056 平成２５年度対象

054 戦略的情報通信研究開発推進事業 平成14年度 終了予定なし 1,956 1,956 1,783 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

1,542 1,642 100 - 執行等改善 更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に努める。
情報通信国際戦略
局

一般会計

（項）情報通信技術研究開発
推進費

　（大事項）情報通信技術の
研究開発の推進に必要な経費

057 平成２６年度対象

055 ネットワーク仮想化技術の研究開発 平成24年度 平成27年度 - 600 600 外部有識者による点検対象外 終了予定 平成27年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 平成27年度をもって事業終了。
情報通信国際戦略
局

一般会計

（項）情報通信技術研究開発
推進費

　（大事項）情報通信技術分
野の技術戦略に必要な経費

058 平成２７年度対象



様式１ 【資料１－２】
平成２８年度 平成２９年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

差引き
備　考

反映状況

事業
番号

事　　業　　名
平成２７年度
補正後予算額

平成２７年度

反映額

事業開始
年度 執行

可能額

（単位：百万円）

執行額
会計区分 項・事項

平成２７
年度レ
ビュー
シート番

号

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見

基金
所見の概要 反映内容

事業終了
(予定)年度

委託
調査評価結果

担当部局庁
補助
金等

056 情報通信分野の研究開発に関する調査研究 平成4年度 終了予定なし 32 32 25 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

29 37 8 - 執行等改善
複数社からの見積り取得の徹底等、更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努める。

情報通信国際戦略
局

一般会計

（項）情報通信技術研究開発
推進費

　（大事項）情報通信技術分
野の技術戦略に必要な経費

059 平成２６年度対象

057
情報通信分野における戦略的な標準化活動の推
進

平成16年度 終了予定なし 141 141 126 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

137 130 ▲7 - 執行等改善
所見を踏まえ、平成28年度においても、総合評価落札方式による競争入札を行
い、引き続き、受託者が外注する際の複数社からの見積もり取得の徹底等、更な
る経費の効率化を実施。

情報通信国際戦略
局

一般会計

（項）情報通信技術研究開発
推進費

　（大事項）情報通信技術分
野の技術戦略に必要な経費

060 平成２５年度対象 ○

058
ＩＣＴ環境の変化に対応した情報セキュリティ
対応方策の推進事業

平成23年度 平成29年度 405 405 388 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

400 400 - - 執行等改善
行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、引き続き事業内容の精査・重点化
を行うなど経費の効率化を実施

情報流通行政局、
総合通信基盤局

一般会計

（項）情報通信技術研究開発
推進費

　（大事項）情報通信技術の
研究開発の推進に必要な経費

062

059
国際連携によるサイバー攻撃予知・即応技術の
研究開発

平成23年度 平成27年度 - 198 198 外部有識者による点検対象外 終了予定 平成27年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 平成27年度をもって事業終了。 情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術研究開発
推進費

　（大事項）情報通信技術の
研究開発の推進に必要な経費
　（大事項）ユビキタスネッ
ト社会実現のための技術戦略

に必要な経費

063 平成２７年度対象

060
ＩＣＴイノベーション創出チャレンジプログラ
ム

平成26年度 終了予定なし 370 426 349 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

250 470 220 - 執行等改善 評価・運営委員会での審査を踏まえつつ、引き続き適正な予算執行に努める。
情報通信国際戦略
局

一般会計

（項）情報通信技術研究開発
推進費

　（大事項）情報通信技術分
野の技術戦略に必要な経費

067 平成２７年度対象

061
Ｇ空間プラットフォーム構築事業（時々刻々と
変化するリアルタイム情報を利活用するために
必要な技術の研究開発）

平成26年度 平成27年度 125 125 125 外部有識者による点検対象外 終了予定 平成27年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 平成27年度をもって事業終了。
情報通信国際戦略
局

一般会計

（項）情報通信技術研究開発
推進費

　（大事項）情報通信技術分
野の技術戦略に必要な経費

068 平成２７年度対象

062
海洋資源調査のための次世代衛星通信技術に関
する研究開発

平成26年度 平成30年度 81 81 80 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

81 81 - - 執行等改善
所見を踏まえ、効果的な研究開発の実施に努めるとともに、委託事業における実
施項目の精査、複数社からの見積り取得の徹底等、さらなる経費の効率化を実
施。

情報通信国際戦略
局

一般会計

（項）情報通信技術研究開発
推進費

　（大事項）情報通信技術分
野の技術戦略に必要な経費

069 平成２７年度対象

063
スマートなインフラ維持管理に向けたＩＣＴ基
盤の確立

平成26年度 平成28年度 153 153 153 

①事業目的及び事業概要に対応したアウト
カム指標の設定と、それに基づく適切な評
価が必要。記載されているアウトカム指標
は、標準化提案件数を除き、アウトプット
指標とするのが適当ではないか。②フィー
ルド実証等の成果の検証及び標準化提案以
降の目的実現に向けたフォローアップの行
程表を示してほしい。国際標準化について
も、提案するだけで終わりではないはずな
ので。③支出先上位10者リストのAの3件と
も一者応募だが、なぜ一者なのか、分析結
果の説明がなく、理由が検証できない。

終了予定
平成28年度をもって事業終了。
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

75 - ▲75 - 予定通り終了
所見を踏まえ、評価会における指摘事項に留意して効果的な研究開発を実施する
とともに、研究開発後においても追跡調査を通じて国際標準化等の成果展開に向
けた活動のフォローアップを行う。

情報通信国際戦略
局

一般会計

（項）情報通信技術研究開発
推進費

　（大事項）情報通信技術分
野の技術戦略に必要な経費

070 最終実施年度

064
巨大データ流通を支える次世代光ネットワーク
技術の研究開発

平成27年度 平成29年度 600 600 600 

①事業は29年度で終了とされているが、本
事業終了後の国際標準の獲得及び市場展開
に向けての行程表の記載が欲しい。②0063
の事業は、会計監査業務だけを監査法人に
20～30万円の金額で委託しているのに対
し、本事業は、証拠書類や経理状況検査に
係る業務を同じ監査法人に150万円で委託し
ている。これまで発注官庁が自ら行ってき
た経理のチェックや監査業務を外注する
際、どのような経理処理の場合に、どれだ
けの経理・監査業務を外部に切り出すの
か、基準を示しての説明がほしい。③支出
先上位10者リストのAについて、4件とも4者
応募と記載されているが、これはテーマご
とに一者応募となったのではないか。その
点の確認とあわせて、なぜ4件ともほとんど
同額の契約額になっているのか、落札率を
記載するとともに、理由がわかるようにし
てほしい。

事業内容の一部改
善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

539 850 311 - 執行等改善
委託事業における実施項目の精査、複数社からの見積り取得の徹底等、引き続き
経費の執行の効率化に努める。

「新しい日本のための
優先課題推進枠」850
百万円

情報通信国際戦略
局

一般会計

（項）情報通信技術研究開発
推進費

　（大事項）情報通信技術分
野の技術戦略に必要な経費

新27-
0004

前年度新規

065
グローバルコミュニケーション計画の推進 -多
言語音声翻訳技術の研究開発及び社会実証-

平成27年度 平成31年度 1,383 1,383 1,362 

①アウトカムの成果目標に記載されている
「当初の見込み」がどのようなものか示さ
れていないので、具体的な成果指標が解り
にくく、目標が達成しているのかどうか検
証しにくい。②実装の中間目標の数値が示
されていないこともあり、本事業の31～32
年度までのロードマップが解らない。③点
検結果で、国費を投じて国が実施する必要
性の高い事業であるとされているが、研究
開発を受託している民間企業についても今
後、この成果を踏まえた企業活動・収益に
つながっていくことが予測される。企業か
らも受益に見合った適切な負担が行われる
制度設計になっているか、検証が必要。④
支出先上位10者リストのAに載っているすべ
ての契約が企画競争による一者応募となっ
ている。そして、これらの契約の業務概要
は、ほぼ同様のものが多数ある。一者応募
の分析結果の説明がないだけでなく、それ
ぞれの契約の具体的な内容が示されない
と、一者応募の妥当性も検証できない。

事業内容の一部改
善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

1,260 1,900 640 - 執行等改善
　委託事業における実施項目の精査、複数社からの見積もり取得の徹底等、引き
続き経費の執行の効率化に努める。

「新しい日本のための
優先課題推進枠」1900
百万円

情報通信国際戦略
局

一般会計

（項）情報通信技術研究開発
推進費

　（大事項）情報通信技術の
研究開発の推進に必要な経費

新27-
0005

前年度新規

施策名：Ⅴ-２ 情報通信技術高度利活用の推進

066 地域情報化の推進（本省） 平成20年度 終了予定なし 100 100 84 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

118 133 15 - 執行等改善
行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、引き続き調査研究請負や人材派遣
業務に関して適切な執行管理を徹底し、さらなる経費の効率化を実施。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

071 平成２６年度対象 ○

067
通信・放送分野における情報バリアフリー促進
支援事業

平成13年度 終了予定なし 95 95 86 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

88 110 22 - 執行等改善
引き続き、外部有識者からなる評価会において評価を実施することで優れた提案
を採択するとともに、実地調査等の実施により補助対象事業者の事業計画等を監
督するなど、予算の適正な執行を図る。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

073 平成２６年度対象

068 字幕番組・解説番組等の制作促進 平成9年度 終了予定なし 350 350 317 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

300 350 50 - 執行等改善
生放送番組及びローカル放送局が制作する字幕番組並びに解説番組等への補助の
重点化を実施

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

074 平成２５年度対象 ○

069 全省庁的統一資格審査実施経費 平成13年度 終了予定なし 306 306 264 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

167 378 211 - 執行等改善 改修等の仕様の内容を精査し、一層の入札の競争性の向上を実施。 情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

076 平成２６年度対象



様式１ 【資料１－２】
平成２８年度 平成２９年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

差引き
備　考

反映状況

事業
番号

事　　業　　名
平成２７年度
補正後予算額

平成２７年度

反映額

事業開始
年度 執行

可能額

（単位：百万円）

執行額
会計区分 項・事項

平成２７
年度レ
ビュー
シート番

号

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見

基金
所見の概要 反映内容

事業終了
(予定)年度

委託
調査評価結果

担当部局庁
補助
金等

070 電気通信行政情報システムの維持運用 昭和49年度 終了予定なし 245 245 240 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

245 280 35 - 執行等改善 改修等の仕様の内容を精査し、一層の入札の競争性の向上を実施。 情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

077 平成２６年度対象

071 情報通信政策のための総合的な調査研究 昭和60年度 終了予定なし 98 98 82 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

96 116 20 - 執行等改善 一般競争入札による競争性の確保や経費の効率的執行に努めている。
情報通信国際戦略
局

一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

079 平成２６年度対象 ○

072 情報通信技術の利活用に関する調査研究 平成16年度 終了予定なし 32 32 25 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

31 37 6 - 執行等改善
所見を踏まえ、一般競争入札による競争性の確保や適切な執行管理を行い、効率
的な予算執行に努める

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

082 平成２６年度対象 ○

073 地域ＩＣＴ強靱化事業 平成25年度 平成27年度 - 124 124 外部有識者による点検対象外 終了予定 平成27年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 平成27年度をもって事業終了。 情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

088 平成２７年度対象

074 地域情報化の推進（地方） 平成18年度 終了予定なし 37 37 32 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

42 54 12 - 執行等改善
行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、セミナーの複数案件の同時開催を
実施するほか、出張時の旅行パックの積極的利用を行うなど、引き続き適切な執
行管理を徹底し、さらなる経費の効率化を実施。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用等推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

091 平成２６年度対象

075 先導的教育システム実証事業 平成26年度 平成28年度 450 450 444 

①アウトカム成果目標の利用学校数100とい
う数字の根拠が不明。この学校数は、事業
目的の実現に向けた実証校の数のようにも
思われる。また、利用学校数100校というア
ウトカム指標は、教育分野におけるIT化の
活用促進という事業目的に必ずしも十分対
応していないのではないか。②この事業の
目的実現に向けた全国の学校における導入
へのロードマップが見えない。③支出先上
位10者リストAの随意契約(公募)は、確認公
募のことか。そうだとすれば、その理由の
説明が欲しい。もし、企画競争の公募であ
るとすれば、一者応募となっている分析結
果についての説明が必要。

終了予定
平成28年度をもって事業終了。
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

299 - ▲299 - 予定通り終了

以下の点を行政事業レビューシートに記載。

①定量的な成果目標として挙げている「利用学校数100」は、本実証事業の成果物
として28年度末に策定する技術仕様に準拠したクラウド・プラットフォームの利
用校を、実証事業終了直後の29年度において、各都道府県に複数確保することを
念頭に設定したものである。
②これら技術仕様策定当初からの導入校を、各地域におけるリファレンスモデル
としつつ、全国の学校にクラウド・プラットフォームを普及していく。具体的に
は、学校向けにクラウドサービスを提供している事業者が、ユーザーである教職
員・児童生徒の視点に立って連携・協調を図る場（教育クラウド・プラット
フォーム協議会）を、教育の情報化に関するオールジャパンの推進団体であるICT
CONNECT21（みらいの学び共創会議）とともに28年6月に設立したところであり、
これらの団体や文部科学省等との官民連携の下、先行導入校における取組事例
や、本実証事業の成果物として28年度末に作成予定の「クラウド導入ガイドブッ
ク」も活用しつつ、32年度からの新学習指導要領の施行に向け、全国の学校にク
ラウド・プラットフォームを普及し、教育分野におけるICT活用を加速していく。
③支出先上位10者リストAの随意契約（公募）については、事業開始年度である26
年度において一般競争入札（総合評価方式）により調達した、教育ICTシステムの
実証研究の請負事業者に対するものである。当該実証を円滑に継続実施するため
には、システムの開発・運用過程や実証校の状況等を十分に理解していることが
不可欠であるが、他の事業者３者にヒアリングしたところ、当該理解を欠く等の
理由から、何れも実施できないとの回答であったため、随意契約方式をとること
としたものである。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

092 最終実施年度

076 サイバー攻撃複合防御モデル・実践演習 平成26年度 平成29年度 400 400 399 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

717 3,510 2,793 - 執行等改善
行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえて、引き続き事業内容の精査・重点
化を行うなど経費の効率化を実施すると共に、対処能力の向上を測定可能とする
ため、演習後に効果測定を実施。

「新しい日本のための
優先課題推進枠」要望
事業：3510.1百万円

新事業名：ナショナル
サイバートレーニング
センター（仮称）の構
築（29年度～）

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

093 平成２７年度対象

077
Ｇ空間プラットフォーム構築事業（Ｇ空間プ
ラットフォームの構築に係る実証）

平成26年度 平成27年度 400 400 394 外部有識者による点検対象外 終了予定 平成27年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 平成27年度をもって事業終了 情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

094 平成２７年度対象

078
Ｇ空間プラットフォーム構築事業（官民連携型
共通空間基盤データベースの開発・実証）

平成26年度 平成27年度 100 100 83 外部有識者による点検対象外 終了予定 平成27年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 当該事業は終了するが、得られた知見は他の事業にも活用する。 情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

095 平成２７年度対象

079

スマートフォン上のアプリケーションにおける
利用者情報の取扱いに係る技術的検証等に係る
実証実験（平成26年度事業名：パーソナルデー
タの適正な利活用を促進するための環境整備に
係る実証実験）

平成26年度 平成28年度 90 90 90 

①28年度で事業が終了予定であり、アウト
カム成果目標として示されている1000のア
プリについて第三者検証が実施されたと示
されているが、本事業の目的である、個人
が自己の個人情報・利用者情報等を適切に
コントロールすることが可能になったかど
うかについて、アウトカム目標が設けられ
ていない。また、この事業で行われた調
査・実証を踏まえて、どのようなコント
ロールの仕組みの構築を目指しているのか
が不明。②アウトカムに成果として示され
ている「第三者検証」は、あくまでも受託
業者による実証であって、まだ、第三者に
よる検証は行われていないのではないか。
③支出先上位10者リストAに関し、予定価格
9000万円の一般競争入札にもかかわらず、
一者入札で、しかも落札率も100％になって
いる点についての分析結果が示されておら
ず、その理由が検証できない。

終了予定
平成28年度をもって事業終了。
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

45 - ▲45 - 予定通り終了 平成28年度をもって事業終了。 総合通信基盤局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

096 最終実施年度

080 ふるさとテレワーク推進事業 平成26年度 平成30年度 - 1,000 886 

アウトカムの成果指標であるテレワーカー
の数値をどのように計測していくのか示し
てほしい。また、成果実績の数値が落ちて
きている原因の説明がない。もし、この点
の分析がないまま本事業を継続するのであ
れば、問題。②週1～2回の在宅勤務の実施
状況をもって「ふるさと」テレワークが実
現していく、という道筋がわかりにくい。
「ふるさと」テレワークという目的に向け
た本事業のロードマップが不明確であり、
そのため、事業の目的とアウトカムの成果
目標がリンクしていないように思われる。
③支出先上位10者リストAの総合評価方式が
一者入札になっている分析結果が示されて
おらず、理由が検証できない。

事業内容の一部改
善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

721 900 179 - 執行等改善

更なる経費の効率化や適切な予算執行に留意するとともに、外部有識者の所見を
受けた対応は、以下のとおり。
①テレワーカー数については、テレワーク導入企業率が増加していることから、
KPIとして設定したテレワーカーの定義に当てはまらない多様な活用方法が進みつ
つある可能性がある。世界最先端IT国家創造宣言においては、「「週１日以上終
日在宅」のテレワークのみならず、時間単位の在宅勤務や自宅外でのモバイル
ワークなど柔軟な働き方が進みつつあることから、平成28 年度においては、テレ
ワーカー全体（雇用型及び自営型）の実態等を調査し、KPI の再設定を検討す
る。」とされている。本事業においても当該宣言のKPIに合わせて、指標を見直し
ていく。
②ご指摘をふまえ、「本事業の成果と上位施策・測定指標との関係」欄の記載内
容を修正した。また、上記のとおりＫＰＩの見直しに合わせて、指標を見直して
いく。
③支出額が10億円以上の場合に記載する欄のため、記載を要しなかったところで
ある。今後とも、競争性や効率性を十分に確保するように努めていく。

「新しい日本のための
優先課題推進枠」要望
額：900百万円

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

097 その他



様式１ 【資料１－２】
平成２８年度 平成２９年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

差引き
備　考

反映状況

事業
番号

事　　業　　名
平成２７年度
補正後予算額

平成２７年度

反映額

事業開始
年度 執行

可能額

（単位：百万円）

執行額
会計区分 項・事項

平成２７
年度レ
ビュー
シート番

号

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見

基金
所見の概要 反映内容

事業終了
(予定)年度

委託
調査評価結果

担当部局庁
補助
金等

081
Ｇ空間防災システムとＬアラートの連携推進事
業

平成26年度 平成27年度 - 400 387 

①本事業の終了が27年度となっている一
方、アウトカムの成果は32年度までを目標
として立てられているが、最終目標年度へ
向けてのロードマップが不明。②G空間シ
ティ成果とLアラートの連携による防災情報
システムの実装促進という本事業の目的
と、32年度までに全都道府県でのLアラート
の運用開始というアウトカムの成果目標と
が、リンクしていない。③支出先上位10者
リストA及びEの、総合評価入札に係る一者
入札についての分析結果についての説明が
なく、理由の検証ができない。また、Aにつ
いては、BCの再委託業者がどのように特定
されたか、選定の過程(随意契約?)について
説明が欲しい。④支出先上位10者リストGの
3～10について、10者応募となっているが、
それぞれのテーマごとには一者応募ではな
いのか。また、いずれも実証業務の名の下
に類似の名称の業務が並んでいるが、それ
ぞれの契約内容の違いが分かるようにして
ほしい。

終了予定 平成27年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 当該事業は終了するが、得られた知見は他の事業にも活用する。 情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

098 その他

082
地域経済活性化に資する放送コンテンツ等海外
展開支援事業

平成26年度 平成27年度 - 1,650 1,649 

①本事業の目的と、海外市場売上高3倍増と
いうアウトカム目標がストレートに結びつ
くか、疑問。②国費投入の必要性につい
て、民間ベースで自立できるまでの間は国
による継続的な支援が必要とあるが、その
点についての適切な事後検証が必要。③支
出先上位10リストのB及びDに記載されてい
る再請負先がどのように特定されたか、選
定の過程(随意契約?)について説明が欲し
い。④支出先上位10者リストのEの一者入札
の分析結果が示されておらず、理由が検証
できない。また、高落札率99.9％の原因に
ついても分析が必要と思われる。さらに、
このEの契約と、同じく電通が請け負ったA
の契約内容との関係及び違いが契約件名か
らは不明。

終了予定 平成27年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 平成27年度をもって事業終了。 情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

099 その他

083 ＩＣＴまち・ひと・しごと創生推進事業 平成26年度 平成32年度 - 498 369 

本事業の終了予定が29年度となっている一
方、アウトカムの目標年度が32年度となっ
ており、本事業の目標に向けたロードマッ
プの説明が欲しい。②本事業の目的が、ICT
を活用した街づくりの成功モデルの横展開
とされているものの、どのような成功モデ
ルについて、どのような横展開をするのか
示されておらず、したがって、中味の示さ
れない普及展開数だけでは、アウトカム指
標としては不適切ではないか。③18件の補
助事業に係る額の確定に500万円の契約金額
を支出(一件当たり平均30万円弱)している
が、費用をかけすぎていないか。落札率
32％という数字を見ると、予定価格では、
一件当たり平均100万円近くを見込んでいた
ようであり、額の確定の経費の在り方を検
討する必要はないか。④支出先上位10者リ
ストCの三菱総研と野村総研に対する一者入
札の分析結果が示されておらず、理由が検
証できない。

事業内容の一部改
善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

250 1,799.6 1,550 - 執行等改善

所見を踏まえ、引き続き適正な予算執行に努める。
＜外部有識者の所見への対応＞
①本事業で普及展開を行っていた成功モデル（センサーを活用した鳥獣被害対
策、林業のクラウド化、マイナンバーカードを活用した母子健康支援等）につい
ては平成28年度を終期とする一方、先進的な地域情報化の取組事例等の成功モデ
ルについて普及展開を推進するとともに、ICTを活用した分野横断的なスマートシ
ティ型の街づくりを推進し、地域活性化や地方創生の推進を図ることが必要なた
め、平成29年度以降は「ICTスマートシティ整備推進事業」と事業名を変更して実
施する予定。②本事業はこれまで得られた成功モデル等について、同様の問題を
抱えている自治体に対して普及展開するものであり、成功モデルが各地域に普及
展開されることによって、各地域が抱える課題の解決等に貢献するものであるた
め、普及展開数をアウトカム指標として設定することが適切。③適切に額の確定
を行うため、現地調査を実施しており、比較的遠方に向かうための旅費も含まれ
ていることから、価格は妥当。また、予定価格は複数業者からの下見積に基づい
て作成したものであるが、結果的に下見積を行っていない業者が落札したため、
32%の落札率となった。④三菱総研及び野村総研の一者応札については、事前に複
数業者から下見積をとり入札予定だったものの、業者内の体制が整わなかった等
の理由により結果的に一者応札となったものとなったもの。

「新しい日本のための
優先課題推進枠」要望
事業：1799.6百万円

新事業名：ICTスマー
トシティ整備推進事業
（29年度～）

情報通信国際戦略
局

一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

100 その他

084
放送・通信の連携による地域コンテンツ流通促
進事業

平成26年度 平成27年度 - 150 149 

①アウトカムの成果目標に記載されている
技術的課題及び運用上の課題としてどのよ
うなものがあって、それがどのような実証
に基づいて解決したのか、アウトカムの実
績の記載からはその道筋が不明。②本事業
が単年度で目標を達成したとしているが、
外からはまったく検証が不可能。③支出先
上位10者リストA、B二件ともなぜ、電通に
よる一者入札なのか、分析結果が示されて
いないので理由の検証ができない。また、
両契約とも99％から99.9％の高落札率であ
り、その点についても適切な分析と説明が
必要。④本事業の事業費のほとんどが、電
通に対する調査研究請負費となっている
が、どのような契約内容が履行されたの
か、外からはまったくわからない。

終了予定 平成27年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 平成27年度をもって事業終了。 情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

101 その他

085 観光・防災Wi-Fiステーション整備事業 平成26年度 平成28年度 250 892 652 平成28年度公開プロセス
事業全体の抜本的

な改善
公開プロセスの評価結果を踏まえ対応を検討す
ること。

262 - ▲262 - 執行等改善

「電波政策2020懇談会報告書」（平成28年７月15日）において、地方公共団体等
がWi-Fi環境を整備する際に、電波利用料による補助を行うことが適当である旨が
取りまとめられた。これを踏まえ、次年度については、平成28年度総務省行政事
業レビュー公開プロセスで有識者からの指摘を受けた事業目的・対象等に関して
次の見直しを行った上で「公衆無線LAN環境整備支援事業」として要求することと
したため、本事業としては本年度で終了とする。
【「公衆無線LAN環境整備支援事業」の要求に当たっての対応（反映状況）】
　・事業目的は防災を第一義とする。事業対象は、災害発生時に滞留者・帰宅困
難者・避難者などが生じ得る公共的な観光拠点における防災機能の強化も併せて
図るため、公共的な防災拠点と観光拠点とし、これを明確にする交付要綱等の改
正を行う。
　・成果指標については、本年中に作成する整備計画の作業と並行しつつ、想定
避難者数や収容定員などに基づき、客観的な指標の設定に努めることとし、外部
から分かりやすい評価を行う。
　・公共的な観光拠点の整備支援は、「観光立国」の推進の動きを踏まえ、民間
で整備できる観光拠点は民間に任せ、民間による整備が困難な公共的な観光拠点
の整備に特化する厳格な運用を協議会等に徹底させる。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

102 その他

086 放送ネットワーク整備支援事業 平成26年度 平成30年度 399 415 381 

「自然災害の被害を受けやすい場所（ハ
ザードマップ等）に立地する全てのラジオ
親局の移転・ＦＭ補完局等の整備率」を30
年度までに100％とするという目標が設定さ
れているが、対象局の実数（全対象局数、
整備済み局数）はぜひ記載して頂きたい。
また、この指標はアウトカム指標とは言い
がたい。災害被害を受けやすい場所に立地
する局のエリアに住む人口（これも代替指
標に過ぎないが）の総数が整備の進捗に
よってどれほど減少しているのか、といっ
た成果指標を使うべきだろう。

事業内容の一部改
善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

129 899 770 - 執行等改善
引き続き、交付先決定の際には公募を行い、外部有識者による評価会を実施する
などして、事業の効果や効率性に留意し執行を行うよう努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」899

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

103 その他



様式１ 【資料１－２】
平成２８年度 平成２９年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

差引き
備　考

反映状況

事業
番号

事　　業　　名
平成２７年度
補正後予算額

平成２７年度

反映額

事業開始
年度 執行

可能額

（単位：百万円）

執行額
会計区分 項・事項

平成２７
年度レ
ビュー
シート番

号

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見

基金
所見の概要 反映内容

事業終了
(予定)年度

委託
調査評価結果

担当部局庁
補助
金等

087 ウェブアクセシビリティに関する調査研究 平成27年度 平成29年度 25 25 22 

「公的機関（国、地方公共団体）が公開し
ているホームページのうち、JIS X 8341-3
のAAに準拠しているページの割合を平成29
年度末までに100%とする」とあるが、27年
度現在の割合は不明なのか、あるいは０な
のか、なぜアウトカム指標の欄に記載がな
いのか。29年度までに100％となるかどうか
はどのように確認するのか。

事業内容の一部改
善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

16 16 - - 執行等改善

○行政事業レビュー推進チームの所見
所見を踏まえ、引き続き複数者の見積り比較、競争入札の実施を徹底し、適正な
予算執行に努める。
○外部有識者の所見
27年度現在の正確な数字は不明である。一方、総務省が毎年実施しているアン
ケート調査（「地方自治情報管理概要」）では、レベル（A,AA,AAA）を問わず、
JIS X 8341-3に準拠しているかどうかを地方公共団体に聞いている。その27年度
の結果では、同規格に準拠していると回答したのは、都道府県で78.7%、市区町村
で58.5%であった。29年度においては、レベル別の達成状況を含め、詳細な調査を
実施し、達成状況を確認する予定。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

新27-
0006

前年度新規

088
多様なクラウド環境下における情報連携基盤構
築事業

平成27年度 平成28年度 30 30 27 

「クラウドロック」現象の発生という問題
を解消するための事業とされているが、平
成29年度までに「自治体における地域情報
プラットフォーム標準仕様に準拠したクラ
ウドシステムの導入数」（アウトカム指
標）が３００になることでこの上位の目的
が達成できたことになるのか。アウトカム
指標が本来の事業目的である「クラウド
ロック」現象の発生解消を意味することを
説明する必要がある。

終了予定
平成28年度をもって事業終了。
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

101 - ▲101 - 予定通り終了 当該事業は終了するが、得られた知見は他の事業にも活用する。 情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

新27-
0007

前年度新規

089 次世代医療・介護・健康ＩＣＴ基盤高度化事業 平成27年度 平成28年度 470 470 453 

「事業の目的」欄に多くの文章が書かれて
いるが、極めて抽象的で具体的にどのよう
なアウトカムを実現するための事業なのか
が全く理解できない。アウトカムは「実現
が期待される好ましい変化」を具体的に記
述視したものでなければならない。水質が
改善される、交通事故が減る、というよう
に多くの人が理解できる具体的な変化であ
る必要がある。「改善した健康指標の数」
や「策定されたモデルの件数」という指標
の表現からは、これらがアウトカム対応す
るようには思えない。

終了予定
平成28年度をもって事業終了。
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

50 - ▲50 - 予定通り終了
効率的かつ一体的な執行のため、平成29年度においては他の内容と併せて「医
療・健康データ利活用基盤高度化事業」へ統合。

本シートに記載の取組
は平成28年度までで終
了。
なお、別途作成した
「新28-0007 次世代医
療・介護・健康ICT基
盤高度化事業（補助
金）」に記載の内容
は、その他の内容と併
せて「医療・健康デー
タ利活用基盤高度化事
業」（平成29年度～）
として要求を行う。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

新27-
0008

前年度新規

090 ＩＣＴを活用した新たなワークスタイルの実現 平成27年度 平成27年度 150 150 117 
男女共同参画推進を目的とした事業である
のに、アウトカムとして女性の活躍状況に
関するものが全くないのはおかしい。

終了予定 平成27年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了
平成27年度をもって事業終了。平成28年度以降は、ふるさとテレワーク推進事業
に統合。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

新27-
0009

前年度新規

091 オープンデータ・ビッグデータ利活用推進事業 平成27年度 平成29年度 300 300 291 

「公共データに関する利活用モデルを4件策
定」というのがアウトカムとは考えにく
い。アウトプットとすべきである。「利活
用モデルを活用した新事業による経済波及
効果（億円）の予算執行額（億円）に対す
る比率：B/Cを5倍にする」という成果目標
はどのような考えに基づいて設定されたの
か。新事業の予算額がわからないので、ど
れほどの経済波及効果を見込んでいるのか
が想像できず、成果の価値の大きさが全く
わからない。

事業内容の一部改
善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

187 700 513 - 執行等改善

平成29年度予算概算要求においては、真に必要な経費に限って計上することとし
た。
なお、予算執行に当たっては、適切な執行管理を徹底し、更なる経費の効率化に
努めることとする。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」700百万円

新事業名：オープン
データ等利活用推進事
業（29年度～）

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

新27-
0010

前年度新規

092 Ｍ２Ｍセキュリティ実証事業 平成27年度 平成27年度 150 150 118 

「平成29年度までに３つの産業分野におけ
るM2Mセキュリティ技術の実装を行う」こと
をアウトカムとしているが、「実装を行
う」主体は誰なのか。もし本事業で実装を
行うことが含まれていたり、事業の成果が
実装に直接結び着くことが想定されている
のであれば、これはアウトプットとすべき
で、アウトカムとは考え難い。

終了予定 平成27年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 平成27年度をもって事業終了。 情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

新27-
0011

前年度新規

093 公的個人認証サービス利活用推進事業 平成27年度 平成30年度 498 498 466 

アウトカムは事業が貢献を目指す「社会に
起こる望ましい変化」を意味するが、１
ページ目に記載された３つのアウトカムが
何を意味するのか、どのような意義がある
のかが理解できない。マイナンバーは多く
の国民が関心を持っているものと思われ、
また国民の間に利活用価値についての理解
が広がる必要がある政策と思われるが、こ
の評価資料を見ても国がどのような成果を
目指しているか理解できる国民はほとんど
いないのではないか。

事業内容の一部改
善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

350 600 250 - 執行等改善 29年度の執行に当たっては、28年度に得られた知見をできるだけ活用する。
要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」600

情報通信国際戦略
局

一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

新27-
0012

前年度新規

094
ＩoＴおもてなしクラウド事業(平成27年度事業
名：デジタルサイネージ相互運用性検証事業)

平成27年度 平成29年度 40 40 38 

「平成30年度までに相互接続の実現を目指
す」、「平成30年度までに共通クラウド基
盤でのサービス連携の実現を目指す」とい
う２つのアウトカムの意味と意義を理解で
きる国民はほとんどいないのではないか。
これらのアウトカムの表現の改善も必要だ
が、本来事業が目指すアウトカムが具体的
に説明されるはずの「事業の目的」欄にア
ウトカムが記載されていないために、国民
が理解できない評価資料となっている。
「・・・誰もが最適な情報の享受や一人歩
きをできる快適な環境を社会実装化し、都
市機能の高度化、インバウンド拡大による
経済活性化の実現を目指す」というような
説明では、どのような具体的な成果を実現
しようとしているのかが全く理解できな
い。

事業内容の一部改
善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

646 1,000 354 - 執行等改善 所見を踏まえ、引き続き適正な予算執行に努める。
新しい日本のための優
先課題推進枠1,000百
万円

情報通信国際戦略
局

一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

新27-
0013

前年度新規

095
４Ｋ・８Ｋ等最先端技術を活用した放送・通信
分野の事業支援

平成27年度 平成29年度 400 400 396 

「平成30年度に衛星放送による４Ｋ・８Ｋ
実用放送を行っている事業者数を８者とす
る」という成果は適切な中間アウトカムだ
が、視聴できる機器の普及の程度や視聴者
の範囲・数など、受益側でのアウトカムを
追求、把握することが必要なはずである。

事業内容の一部改
善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

393 400 7 ▲92 縮減
「放送と通信の同期伝送基盤の実現に向けた実証」に関し、実証手順・項目の更
なる最適化を図ることとし、人件費、備品費等を縮減

「新しい日本のための
優先課題推進枠」400

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

新27-
0014

前年度新規

096
IoTテストベッドの整備、IoTサービスの創出支
援（IoTサービスの創出支援）

平成27年度 平成28年度 290 - - 

「平成28年度までに、ＩｏＴサービスの普
及に資する参照モデルを5件策定する」とい
うのがアウトカムとは考え難い。典型的な
アウトプットのように思われる。参照モデ
ルが５件策定されることの価値の大きさが
全く理解できない。これによってどのよう
な良いことが起こるのか、ぜひ本来のアウ
トカムを示すべきである。

終了予定
平成28年度をもって事業終了。
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

- - - - 予定通り終了 平成28年度をもって事業終了 情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

- 前年度新規

097 放送コンテンツの海外展開総合支援事業 平成27年度 平成28年度 1,200 - - 
２７年度に事業が執行されなかった経緯の
説明が必要ではないか。

終了予定
平成28年度をもって事業終了。
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

- - - - 予定通り終了 平成28年度をもって事業終了。 情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用推進費

　（大事項）情報通信技術の
利活用高度化に必要な経費

- 前年度新規

施策名：Ⅴ-３ 放送分野における利用環境の整備
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098 放送政策に関する調査研究 平成19年度 終了予定なし 45 45 39 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

45 65 20 - 執行等改善
委託事業の執行において、複数社からの見積り取得の徹底や、調査項目を精査し
た上で、より優先度の高い項目に調査対象を絞るなど、さらなる経費の効率化を
実施。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術利用環境
整備費

　（大事項）情報通信技術の
利用環境整備に必要な経費

104 平成２７年度対象 ○

099 国際放送の実施 昭和26年度 終了予定なし 3,644 3,934 3,934 外部有識者による点検対象外 現状通り 確実な事業の実施に努めること。 3,544 3,544 - - 現状通り
平成29年度においても引き続き、放送法に基づきＮＨＫに実施要請を行い、国と
して必要な国際放送の確実な実施に努める。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術利用環境
整備費

　（大事項）情報通信技術の
利用環境整備に必要な経費

105 平成２５年度対象

100 地域ＩＣＴ強靱化事業（地方） 平成26年度 終了予定なし 3 3 2 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

3 14 11 - 執行等改善
引き続き、送信点調査、運用訓練、説明会等の効率的な実施計画を策定するなど
して、適切な執行管理を徹底し、さらなる経費の効率化を実現する。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用等推進費

　（大事項）情報通信技術の
利用環境整備に必要な経費

106 平成２７年度対象

施策名：Ⅴ-４ 情報通信技術利用環境の整備

101
電気通信事業分野における事業環境の整備のた
めの調査研究

昭和62年度 終了予定なし 110 110 103 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

108 158 50 - 執行等改善
平成29年度概算要求では、より優先度の高い項目に調査対象を絞るなど、更なる
経費の効率化を実施。

総合通信基盤局 一般会計

（項）情報通信技術利用環境
整備費

　（大事項）情報通信技術の
利用環境整備に必要な経費

107 平成２７年度対象 ○

102
電気通信事業分野における消費者利益確保のた
めの事務経費

平成6年度 終了予定なし 321 321 302 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

324 343 19 - 執行等改善
平成29年度概算要求においても、より優先度の高い項目に調査対象を絞るなど、
更なる経費の効率化を実施。

総合通信基盤局 一般会計

（項）情報通信技術利用環境
整備費

　（大事項）情報通信技術の
利用環境整備に必要な経費

108 平成２７年度対象 ○

103
電気通信事業分野における安全・信頼性確保の
ための事務経費

平成12年度 終了予定なし 37 37 35 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

33 42 9 - 執行等改善
これまでの執行実績を検証し、仕様書の明確化を図ることにより競争性が向上す
るよう、取り組みを実施

総合通信基盤局 一般会計

（項）情報通信技術利用環境
整備費

　（大事項）情報通信技術の
利用環境整備に必要な経費

109 平成２７年度対象 ○

104 情報通信利用環境整備推進事業 平成23年度 平成28年度 433 548 457 外部有識者による点検対象外 終了予定
平成28年度をもって事業終了。
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

- - - - 予定通り終了
当該事業は終了するが、得られた知見は、情報通信基盤整備推進事業において活
用する。

総合通信基盤局 一般会計

（項）情報通信技術利用環境
整備費

　（大事項）情報通信技術の
利用環境整備に必要な経費

110 平成２７年度対象 ○

105 電気通信消費者権利の保障等推進経費（地方） 平成22年度 終了予定なし 9 9 7 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

9 12 3 - 執行等改善 会場費等の経費の効率的な執行を行う等、更なる経費の効率化を実施。 総合通信基盤局 一般会計

（項）情報通信技術高度利活
用等推進費

　（大事項）情報通信技術の
利用環境整備に必要な経費

112 平成２７年度対象

106 次世代ITSの確立に向けた通信技術の実証 平成26年度 平成27年度 100 100 99 外部有識者による点検対象外 終了予定 平成27年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 平成27年度をもって事業終了。 総合通信基盤局 一般会計

（項）情報通信技術利用環境
整備費

　（大事項）情報通信技術の
利用環境整備に必要な経費

113 平成２７年度対象

107
無料公衆無線LANの利用開始手続き等の簡素
化・一元化に係る実証実験

平成27年度 平成27年度 30 30 28 

「認証システム間の高度な連携」を模索す
る事業の必要性が高いことは理解できま
す。また、'請負人との定期的進捗管理等に
よる適切な管理に好感が持てます。ただ、
①実際に作成された仕様案がどのような形
で生かされようとしているのかが明らかで
はなく、②アウトプットの活動実績「シス
テム数６」、「全国15か所」での実証実
験、目標アウトカム「無線LANの数（箇所
数）200,000」と単位が異なることから、評
価が困難な状態です。事後的なフォローが
望まれます。

終了予定 平成27年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了

実証実験（６つの異なるシステムを１つの認証で利用できることを実証。全国１
５カ所で実施）で使用した認証方式の仕様については、平成28年2月に「利用手続
きの簡素化・一元化に係る実証実験 Web API インタフェース仕様書」として、そ
の概要を公表しており、今後、各地方公共団体等が整備する無料公衆無線LANシス
テムの認証で活用できるよう、平成28年度中に、その仕様の実用化・管理・更
新・普及等に取り組むための新たな推進体制を構築する。これにより、目標アウ
トカムである「事業者の垣根を越えて外国人旅行者が１度の認証で利用できる無
料公衆無線LANのアクセスポイント数が平成30年度までに20万カ所以上」の実現を
目指す。
　なお、本事業は、予定通り、平成2７年度をもって終了している。

総合通信基盤局 一般会計

（項）情報通信技術利用環境
整備費

　（大事項）情報通信技術の
利用環境整備に必要な経費

新27-
0015

前年度新規

108
パーソナルデータ利活用のための安全確保技術
の実証

平成27年度 平成28年度 50 50 49 

本事業実施の優先度の高さは十分理解でき
ます。ただ、事業目的の達成に向けた「適
切な執行管理」の内容が明確でなく、平成
27年度の事業の成果物をどのように平成28
年度の事業に向けて活用しているのかも不
明確な状況です。また、アウトカム指標の
目標値として「位置情報を活用する主要携
帯電話事業者のサービスの数を10件」とあ
りますが、理想とするサービス提供数が想
定困難なことから、サービス数10にどの程
度のインパクトがあるのか判断が困難で
す。

終了予定
平成28年度をもって事業終了。
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

25 - ▲25 - 予定通り終了 所期の目標を達成する見込みであり、平成28年度をもって事業終了。 総合通信基盤局 一般会計

（項）情報通信技術利用環境
整備費

　（大事項）情報通信技術の
利用環境整備に必要な経費

新27-
0016

前年度新規

109 異常トラヒックの自動遮断実現のための検証 平成27年度 平成28年度 30 30 27 

事業実施の必要性は理解できます。ただ、
アウトカム指標の目標値である「実証の結
果を利用する事業者数が10」について、理
想とする事業者の母集団数が明確ではない
ことから、事業者数10にどの程度のインパ
クトがあるのか、判断が困難です。

終了予定
平成28年度をもって事業終了。
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

15 - ▲15 - 予定通り終了

平成28年度をもって事業終了。
インターネットサービスプロバイダーの契約者数シェアは大手8者で7割程度にの
ぼる。事業終了後初年度（平成29年度）の成果展開の目標としては、大手事業者
を中心に10者とし、事業者団体と協力し、ISP等様々な関係者への展開することで
社会実装を図る。
また、執行内容の精査による経費の効率化を図り、適正な予算執行に努める。

総合通信基盤局 一般会計

（項）情報通信技術利用環境
整備費

　（大事項）情報通信技術の
利用環境整備に必要な経費

新27-
0017

前年度新規

110 離島向け海底光ファイバ整備 平成27年度 平成28年度 820 17 - 

固定系超高速ブロードバンドサービスの世
界カバー率を高めることを目標にした補助
事業である点は理解できます。ただ、仮に
カバー率100％を目標設定し、これまで超高
速ブロードバンドを実現できなかった地域
（東京都御蔵島村・神津島村）に広げるこ
とを目標とした場合でも、①それらの地域
のどのようなニーズに対応するのか、②利
用計画はどのようなものか、③事業目的に
ある「医療・教育等の社会的課題」への対
応策となっているのか等の点が気になりま
す。

終了予定
平成28年度をもって事業終了。
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

- - - - 予定通り終了 当該事業は終了するが、得られた知見は、他の事業においても活用する。 総合通信基盤局 一般会計

（項）情報通信技術利用環境
整備費

　（大事項）情報通信技術の
利用環境整備に必要な経費

- 前年度新規

施策名：Ⅴ-５ 電波利用料財源による電波監視等の実施

111 電波の監視等に必要な経費 平成5年度 終了予定なし 6,300 6,248 5,662 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

6,299 10,089 3,790 - 執行等改善
所見を踏まえ、入札における競争性向上のため、調達仕様の汎用化・分割化を実
施し、引き続き経費の効率化に努める。

総合通信基盤局 一般会計

（項）電波利用料財源電波監
視等実施費

　（大事項）電波利用料財源
電波監視等の実施に必要な経

費

114 平成２６年度対象

112 総合無線局監理システムの構築と運用 平成5年度 終了予定なし 7,349 7,349 7,202 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

7,576 9,800 2,224 - 執行等改善
所見を踏まえ、制度改正に伴う機能改修案件の見直し及び業務改善のための見直
しを行うことにより、引き続き経費の効率化に努める。

総合通信基盤局 一般会計

（項）電波利用料財源電波監
視等実施費

　（大事項）電波利用料財源
電波監視等の実施に必要な経

費

115 平成２６年度対象

113 電波の安全性に関する調査及び評価技術 平成9年度 終了予定なし 647 612 548 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

646 1,380 734 - 執行等改善

委託研究について、経理検査等により、受託機関による経費の使途について必要
性・合理性を精査し、効率的な執行を図る。
また、調査業務等について、潜在的な事業者等へ積極的に情報提供を行い、競争
参加者の掘り起こしなどの更なる改善を図る。

総合通信基盤局 一般会計

（項）電波利用料財源電波監
視等実施費

　（大事項）電波利用料財源
電波監視等の実施に必要な経

費

116 平成２６年度対象 ○

114 電波再配分対策 平成23年度 平成27年度 23 23 7 外部有識者による点検対象外 終了予定 平成27年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 予定通り平成27年度をもって事業終了。 総合通信基盤局 一般会計

（項）電波利用料財源電波監
視等実施費

　（大事項）電波利用料財源
電波監視等の実施に必要な経

費

117 平成２６年度対象 ○
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115
無線システム普及支援事業（周波数有効利用促
進事業）

平成25年度 平成28年度 3,472 2,355 1,847 

財政力の厳しい自治体に補助事業を行う目
的は理解できます。ただ、アウトカム指標
に補助事業とは関連のない自主整備部分を
含んでおり、財政力の厳しいところの重点
的に整備しようとしているか否かの評価が
しにくい状況です。原則自主整備としつつ
財政力の弱い自治体への支援を意図してい
るのであれば、目標値を全自治体に占める
財政力の弱い自治体の占める件数として設
定し、それを基準にしてアウトプット指標
を全自治体に占める財政力の弱い自治体へ
の補助事業の「実施件数」、アウトカム指
標を全自治体に占める財政力の弱い自治体
に占める財政力の弱い自治体への補助事業
の「完了件数」としたほうが良いように思
われます。

終了予定
平成28年度をもって事業終了。
適正な予算執行に努めること。

1,191 - ▲1,191 - 予定通り終了 既に募集は終了しており、平成２８年度をもって本事業は終了。 総合通信基盤局 一般会計

（項）電波利用料財源電波監
視等実施費

　（大事項）電波利用料財源
電波監視等の実施に必要な経

費

118 最終実施年度 ○

116
無線システム普及支援事業（携帯電話等エリア
整備事業）

平成17年度 終了予定なし 1,227 1,594 1,314 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

1,264 5,470 4,206 - 執行等改善 所見を踏まえ、更なるコスト縮減策等を図り、単価の精査を実施。 総合通信基盤局 一般会計

（項）電波利用料財源電波監
視等実施費

　（大事項）電波利用料財源
電波監視等の実施に必要な経

費

119 平成２５年度対象 ○

117
無線システム普及支援事業（地上デジタル放送
への円滑な移行のための環境整備・支援）

平成20年度 終了予定なし 30,060 30,104 29,758 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

28,426 1,360 ▲27,066 - 執行等改善
外国波を含む他の電波との混信の解消及び福島原発避難区域における受信対策を
完了させるため、適正かつ効率的な執行に取り組むとともに、ホームページ等を
活用した国民への分かりやすい説明や周知による透明性の確保に努める。

情報流通行政局 一般会計

（項）電波利用料財源電波監
視等実施費

　（大事項）電波利用料財源
電波監視等の実施に必要な経

費

120 平成２６年度対象 ○

118 電波遮へい対策事業（トンネル） 平成11年度 終了予定なし 2,003 2,110 1,798 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

3,009 9,250 6,241 - 執行等改善 所見を踏まえ、更なるコスト縮減策等を図り、単価の精査を実施。 総合通信基盤局 一般会計

（項）電波利用料財源電波監
視等実施費

　（大事項）電波利用料財源
電波監視等の実施に必要な経

費

121 平成２５年度対象 ○

119 周波数の使用等に関するリテラシーの向上 平成21年度 終了予定なし 158 158 145 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

123 292 169 - 執行等改善
電波の安全性に関して、業務の効率化、調査委託費や資料印刷等の単価の見直し
を行うなど、更なる経費の効率化を図る。
電波の適正利用に関して、更なるコスト削減策等を図り、経費の効率化を図る。

総合通信基盤局 一般会計

（項）電波利用料財源電波監
視等実施費

　（大事項）電波利用料財源
電波監視等の実施に必要な経

費

122 平成２７年度対象

120 電波資源拡大のための研究開発等 平成8年度 終了予定なし 10,395 10,395 10,181 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

11,641 22,583 10,942 - 執行等改善
有識者による外部評価等を踏まえた実施内容や予算額の精査を行い、更なる経費
の効率化を図る。

要求枠のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」950

総合通信基盤局 一般会計

（項）電波利用料財源電波監
視等実施費

　（大事項）電波利用料財源
電波監視等の実施に必要な経

費

123 平成２６年度対象

121 標準電波による無線局への高精度周波数の提供 平成11年度 終了予定なし 430 430 426 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

430 567 137 - 執行等改善
必要経費が変動する要因となる資材購入については、資材更新計画等の精度をあ
げることにより、不要な経費の支出が生じないよう管理していく。

情報通信国際戦略
局

一般会計

（項）電波利用料財源電波監
視等実施費

　（大事項）電波利用料財源
電波監視等の実施に必要な経

費

124 平成２５年度対象

122
無線システム普及支援事業(民放ラジオ難聴解
消支援事業)

平成26年度 平成30年度 1,446 1,709 1,551 平成28年度公開プロセス
事業全体の抜本的

な改善
公開プロセスの評価結果を踏まえ対応を検討す
ること。

1,006 2,101 1,095 - 執行等改善

・事業目的は、「補助金交付要綱」等を改正し、災害時における情報伝達に資す
るものであることを明記し、申請者から提出される「補助金交付申請書」におい
ても、本事業で実施する難聴対策を通じた災害時における有用性を明記させるこ
ととする。
・成果指標は、新たにワイドＦＭ（FM補完放送）の聴取が可能となった世帯数と
する。
・災害が発生した際には、本事業により整備した設備等がどの程度役立ったの
か、民放事業者に対する聞き取り等を行い、事業の効果を検証し、分析・評価に
活用する。
・ワイドＦＭの普及に関しては、補助金交付決定時に、事業者に対しワイドＦＭ
普及に係る具体的な取組を要請する等周知啓発を実施する。

情報流通行政局 一般会計

（項）電波利用料財源電波監
視等実施費

　（大事項）電波利用料財源
電波監視等の実施に必要な経

費

125 その他

施策名：Ⅴ-６ ＩＣＴ分野における国際戦略の推進

123 国際会議への対応 平成17年度 終了予定なし 167 167 141 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

184 184 - - 執行等改善
所見を踏まえ、複数社からの見積もり取得の徹底等、さらなる経費の効率化を実
施。

情報通信国際戦略
局

一般会計

（項）情報通信国際戦略推進
費

　（大事項）情報通信技術の
国際戦略に必要な経費

126 平成２７年度対象

124 国際電気通信連合（ＩＴＵ）分担金・拠出金 昭和24年度 終了予定なし 694 694 694 外部有識者による点検対象外 現状通り 条約等に基づくもの 787 631 ▲156 - 現状通り 連合加盟国の責務として、今後も国が継続して負担。
情報通信国際戦略
局

一般会計

（項）情報通信国際戦略推進
費

　（大事項）情報通信技術の
国際戦略に必要な経費

127 平成２５年度対象

125 経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）への拠出 平成13年度 終了予定なし 38 38 38 外部有識者による点検対象外 現状通り 条約等に基づくもの 40 71 31 - 現状通り 引き続き適正な予算執行に努める。
情報通信国際戦略
局

一般会計

（項）情報通信国際戦略推進
費

　（大事項）情報通信技術の
国際戦略に必要な経費

128 平成２７年度対象

126
アジア・太平洋電気通信共同体（ＡＰＴ）分担
金・拠出金

昭和54年度 終了予定なし 225 232 232 外部有識者による点検対象外 現状通り 条約等に基づくもの 200 149 ▲51 - 現状通り 構成国の責務として、今後も国が継続して負担。
情報通信国際戦略
局

一般会計

（項）情報通信国際戦略推進
費

　（大事項）情報通信技術の
国際戦略に必要な経費

129 平成２７年度対象

127
ＩＣＴ発展に向けた日ＡＳＥＡＮ共同調査・研
究事業

平成21年度 終了予定なし 11 4 4 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

20 11 ▲9 - 執行等改善 更なる経費の効率化を図るため、経費の見直し等を徹底します。
情報通信国際戦略
局

一般会計

（項）情報通信国際戦略推進
費

　（大事項）情報通信技術の
国際戦略に必要な経費

130 平成２７年度対象

128
国際情報収集・分析、戦略的な国際情報発信等
の実施

平成11年度 終了予定なし 92 92 84 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

92 110 18 - 執行等改善 更なる経費の効率化を図るため、経費の見直し等を徹底します。
情報通信国際戦略
局

一般会計

（項）情報通信国際戦略推進
費

　（大事項）情報通信技術の
国際戦略に必要な経費

132 平成２７年度対象

129 ＩＣＴ国際競争力強化パッケージ支援事業 平成27年度 平成33年度 1,645 1,145 1,112 

「ICT産業の国際的推進」という事業目的は
理解できます。また、調査内容や実証事業
の実施回数をアウトプットとし、実際の事
業化や受注件数等をアウトカムとしている
点、案件受注・事業化の兆しが見られる点
にも好感が持てます。しかし、平成２７年
度に行った進捗管理状況（調査内容や実証
事業に対するもの）が明確ではありませ
ん。また、アウトプット件数（調査内容や
実証事業の実施回数）が、政策評価の測定
指標の実績値（実施回数）と異なっていま
すが、これは記述のタイミングが相違する
からとの理解でよろしいでしょか。

事業内容の一部改
善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

772 1,550 778 - 執行等改善

　平成27年度の進捗管理状況（調査内容や実証事業に対するもの）については、
案件ごとに、実施内容、執行額、成果等をとりまとめ、管理を進めている。
　アウトプット件数（調査内容や実証事業の実施回数）と政策評価の測定指標の
実績値（実施回数）の違いについては、アウトプット件数は、本事業（ＩＣＴ国
際競争力強化パッケージ支援事業）において実施した事業の実績値を計上する一
方、政策評価の測定指標の実績値は、事前分析表の施策「６．ICT分野における国
際戦略の推進」の測定指標（「ＩＣＴ国際競争力強化パッケージ支援事業」以外
に、「６．ICT分野における国際戦略の推進」の下にある各達成手段（予算事業）
による実績値を含む。）であることから、数値が異なるものです。
　また、更なる経費の効率化を図るため、案件の精査・経費の見直し等を引き続
き徹底します。

「新しい日本のための
優先課題推進枠」
1550百万円

情報通信国際戦略
局

一般会計

（項）情報通信国際戦略推進
費

　（大事項）情報通信技術の
国際戦略に必要な経費

新27-
0018

前年度新規

施策名：Ⅵ 郵政民営化の確実な推進
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130 郵政行政における適正な監督 平成15年度 終了予定なし 52 52 39 

調査研究の目的は理解できます。ただし、
平成１５年度からの調査研究がどのような
形で事業目的である「民営化の成果を国民
が実感できるような事業展開の促進」、
「郵政事業のユニバーサル・サービスの確
保」、「信書便市場の活性化や健全な発
展」に寄与したのかが明確ではありませ
ん。たとえば調査研究によって成果目標の
指標がどのような形で影響を受けたのか、
調査研究を実施しない場合にどのような影
響を受けるのか等が明確でなく、評価を困
難にしています。

事業内容の一部改
善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

52 56 4 - 執行等改善

・本事業の調査研究では、郵政事業を取り巻く経済状況や物流・金融業界の動向
等、その時々の課題に対応し、実際の監督等業務やその事務能力の向上に資する
よう活用しています。監督等の通常業務にあたって活用したり、参考にしたりす
ることから、目標達成への影響や実施しない場合の影響等がわかりにくい面はあ
りますが、目標達成に寄与していると考えています。
　平成24年の郵政民営化法の改正や平成27年の日本郵政グループ三社の株式上場
等を経て、民営化の成果を国民が実感できるような事業展開の促進、郵政事業の
ユニバーサルサービスの確保等が重要となっており、引き続き、適正な監督等を
通じて、これらの課題に対応してまいります。
・予算の執行においては、引き続き、入札における競争性の確保し、経費の効率
的執行に努めてまいります。

情報流通行政局 一般会計
（項）郵政行政推進費

　（大事項）郵政行政の推進
に必要な経費

133 その他 ○

131
郵政行政に係る国際政策の推進に必要な情報収
集

平成15年度 終了予定なし 40 40 40 

「国際郵便に関する諸制度の改廃にあたっ
て日本の政策・方針を反映させる」との目
標の中で、これらの分野に関する最新の情
報を継続的に把握する必要性は理解できま
す。予算の半分が海外出張であり、そのた
めのコスト削減努力にも好感が持てます。
ただ、成果指標の設定に裁量性が働く可能
性も否定できず、事業成果の評価を困難に
しています。たとえば通商交渉等の過程で
情報収集の成果を活用した割合にいたって
は、情報がどのように交渉過程で生かされ
たのかに関する具体例に乏しく、すべての
年度で活用割合100％となる指標では、情報
収集の費用に対する効果の測定は、困難で
す。さらに、もうひとつの成果指標である
達成率（UPUの重要議案において日本の方針
を反映させる割合）は、次の案件132と同一
の成果指標ですが、成果目標に照らして131
と132の案件で重複した予算計上がないか
（削減の余地がある可能性はないか）気に
なります。

事業内容の一部改
善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

42 57 15 - 執行等改善

すべての年度で活用割合100％となる指標では情報収集の費用に対する効果の測定
は困難、とご指摘いただいたが、通商交渉の内容は基本的には対外非公表である
ため、どの交渉にどの情報を利用するか等の個別具体的な成果指標を設定するこ
とは難しいものの、これまでのところすべて有効に活用できているため100％と
なっているもの。131と132は同一の成果指標だが、重複した予算計上はないか、
とのご指摘に関しては、本施策（131）は、ＵＰＵ、WTO、EPA等の会合出席や日本
型郵便インフラの海外展開のための職員旅費等を支弁しているものである一方、
「国際機関への貢献」(132)は、UPUに対して日本が負担する拠出金・負担金を支
払うものであり、131と132の間で重複した予算は一切計上されていないことをご
理解頂きたい。いずれにせよ、所見を踏まえ、職員旅費については各出張案件の
出張者数・日数等を切り詰めるとともに、庁費（調査研究費等）については、調
査項目の精査、複数社からの見積もり取得の徹底等、更なる経費の効率化を実施
したい。

情報流通行政局 一般会計
（項）郵政行政推進費

　（大事項）郵政行政の推進
に必要な経費

134 その他

132 国際機関への貢献 平成15年度 終了予定なし 291 291 291 

「普遍的な郵便業務の質の永続的発展の促
進」、「郵便分野の国際協力の増進」、
「郵便業務に関する国際政策形成に日本の
政策を反映させる」といった事業目的は理
解できます。また分担金、拠出金について
その使途や執行状況を把握する姿勢にも好
感が持てます。しかし、案件131と同じ成果
指標である達成率（UPUの重要議案において
日本の方針を反映させる割合）は、何を重
要議案とみなすのかという点で裁量性があ
るようにおもわれます。また議案提出等の
行動が、どのような形で「郵便業務の質の
永続的発展の促進」に寄与しているのか、
「郵便業務に対する国際政策形成に日本の
政策を反映」できているのか、丁寧な説明
が望まれます。

現状通り 条約等に基づくもの 320 340 20 - 現状通り

何を重要議案とみなすのかという点で裁量性があるとのご指摘については、各国
の利害が対立するUPUで扱われる全ての議案について日本の方針を反映させること
は非現実的であることから、重要議案（すなわち、我が国の郵便制度・業務に大
きな影響を与えると認められる議案）に関して日本の方針を反映させるという成
果目標を設定している。また議案提出等の行動が、どのような形で「郵便業務の
質の永続的発展の促進」に寄与しているのか、「郵便業務に対する国際政策形成
に日本の政策を反映」できているのかとのご指摘については、例えば、日本は、
本施策による拠出金により災害対策の強化を実施しており、災害危機管理に関す
る指針や加盟国セミナーの開催を通じて、UPU加盟国の防災意識を高める取組みを
進めている。こうした取組みにより、災害時における郵便業務の継続等が確保さ
れることになるため、「郵便業務の質の永続的発展の促進」に寄与していると考
えられる。また、日本は、現行は4年ごとに廃止・新設を繰り返している万国郵便
条約を恒久化（改正部分のみを議定書形式で改正）する議案を提出しているが、
これは4年ごとに廃止・新設されることで条約の内容が大きく変わることがあり法
的な安定性に欠ける面があるところ、日本の法令のように一部改正方式を導入す
ることを求めるものであり、「郵便業務に対する国際政策形成に日本の政策を反
映」しようとしているものである。

情報流通行政局 一般会計
（項）郵政行政推進費

　（大事項）郵政行政の推進
に必要な経費

135 その他

施策名：Ⅶ-1 一般戦災死没者追悼等の事業の推進

133 引揚者特別交付金支給事務費 昭和42年度 終了予定なし 4 4 0.2 外部有識者による点検対象外 現状通り 引き続き適正な執行に努めること。 4 3 ▲1 - 現状通り 引き続き適正な執行に努める。
大臣官房総務課管
理室

一般会計

（項）一般戦災死没者追悼等
事業費

　（大事項）一般戦災死没者
の追悼等に必要な経費

137 平成２６年度対象

134 旧日本赤十字社救護看護婦等処遇経費 昭和54年度 終了予定なし 144 144 137 外部有識者による点検対象外 現状通り
慰労給付金の支給件数の自然減を考慮しつつ、
引き続き適正な執行に努めること。

124 107 ▲17 - 現状通り
慰労給付金の支給件数の自然減を考慮しつつ、引き続き適正な執行に努めるこ
と。

大臣官房総務課管
理室

一般会計

（項）一般戦災死没者追悼等
事業費

　（大事項）一般戦災死没者
の追悼等に必要な経費

138 平成２５年度対象 ○

135 不発弾等処理交付金 昭和48年度 終了予定なし 51 51 1 外部有識者による点検対象外 現状通り 引き続き適正な執行に努めること。 40 46 6 - 現状通り 引き続き適正な執行に努める。
大臣官房総務課管
理室

一般会計

（項）一般戦災死没者追悼等
事業費

　（大事項）一般戦災死没者
の追悼等に必要な経費

139 平成２６年度対象 ○

136 一般戦災死没者の慰霊事業経費 昭和52年度 終了予定なし 7 7 6 外部有識者による点検対象外 現状通り 引き続き適正な執行に努めること。 6 6 - - 現状通り 引き続き適正な執行に努める。
大臣官房総務課管
理室

一般会計

（項）一般戦災死没者追悼等
事業費

　（大事項）一般戦災死没者
の追悼等に必要な経費

140 平成２６年度対象

137 平和祈念展示等経費 平成22年度 終了予定なし 356 356 352 外部有識者による点検対象外 現状通り 引き続き適正な執行に努めること。 353 365 12 - 現状通り 引き続き適正な執行に努める。
大臣官房総務課管
理室

一般会計

（項）一般戦災死没者追悼等
事業費

　（大事項）一般戦災死没者
の追悼等に必要な経費

142 平成２６年度対象

施策名：Ⅶ-2 恩給行政の推進

138

1,916 1,866 1,251 1,263 12 

372,632 372,632 324,498 283,852 ▲40,646 

施策名：Ⅶ-３ 公的統計の体系的な整備・提供

恩給支給事業
(上段：恩給支給事務費、下段：恩給費)

明治８年度 終了予定なし 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に

努めること。
- 執行等改善

【所見を踏まえた改善点】
・引き続き、一般競争入札、総合評価方式の採用、複数年契約の締結及び共同調
達の活用等により、経費の効率化を図り、適正な予算執行に努めていく。
【29'概算要求（案）における反映状況】
・人件費については、引き続き定員の計画的削減に取り組み、常勤職員を４名削
減するなど、経費の精査を行った。
・物件費については、恩給受給者の減少を業務処理経費へ的確に反映するほか、
必要経費の精査（債権管理経費の縮減（債権管理補助システムの廃止を含む）、
受給者の減少等に即した簡易なシステムを構築するための経費など）を行った。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」 88

政策統括官（恩給
担当）

一般会計

（項）恩給費
　（大事項）恩給支給事務に

必要な経費
　（大事項）文官等に対する

恩給支給に必要な経費
　（大事項）旧軍人遺族等に
対する恩給支給に必要な経費

143 平成２７年度対象369,028 
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139 統計調査の実施等事業（経常調査等） 昭和21年度 終了予定なし 5,742 5,742 5,692 

・他省庁との統計調査の重複はないのか
（科学技術研究調査、家計消費状況等）
・コスト削減の努力はどのようになされて
いるのか（同じような業務を繰り返すと通
常、単位あたりのコストはすくなくなる）
・支出先E項番１のケースでは、総合評価、
１者応札、落札率１００％となっている
が、これは「初回予定価格超で再度（それ
以上）入札で落札」のケースか、そうでな
いのか。そうでない場合、なぜ総合評価の
ケースなのに初回１００％となるのか疑問
（予定価格積算、入札参加資格等の再検討
が必要かもしれない）。
・同項番１０も同種のコメント。

事業内容の一部改
善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

5,718 6,943 1,225 - 執行等改善

外部有識者の御指摘の点については、以下のとおりである。
・御指摘の科学技術研究調査については、一部調査項目（研究開発費の支出等）
において、経済産業省が所管する基幹統計調査の「経済産業省企業活動基本調
査」との重複が認められるが、両調査のあいだでは、「データ移送」という措置
がとられており、科学技術研究調査で回答した調査客体は経済産業省企業活動基
本調査では、当該項目を回答不要ということにしており、重複是正をしている。
・執行金額のほとんどが調査員手当（人件費）であり、大幅なコスト削減は見込
めないのが現状であるが、オンライン化を進めるなど、新たな調査手法を積極的
に取り入れ、長期的なコスト削減に取り組んでいるところ。
・支出先Ｅ項番１のケースは、再度入札（４回）を実施したことにより、落札率
100％となったものである。
・支出先Ｅ項番10のケースは、前年度から仕様の変更がなかったため、前年度契
約実績額と応札業者から徴収した下見積額を比較し、安価な下見積額を予定価格
として採用しているが、応札額が下見積額と同額であったため、落札率100％と
なったものである。

また、行政事業レビュー推進チームの所見については、以下のとおりである。
・引き続き、適正な予算執行に努めていく。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」 1,292

統計局 一般会計
（項）統計調査費

　（大事項）統計調査等の実
施に必要な経費

144 その他

140 統計調査の実施等事業（周期調査） 大正９年度 終了予定なし 69,899 69,899 69,597 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

10,943 3,689 ▲7,254 - 執行等改善 引き続き、適正な予算執行に努めていく。 統計局 一般会計
（項）統計調査費

　（大事項）統計調査等の実
施に必要な経費

145 平成２７年度対象

141 統計体系整備事業 昭和22年度 終了予定なし 9,932 9,932 9,910 

・「点検」欄に「コスト削減の努力」と書
かれているが、例えば、４７都道府県への
委託費の「コスト削減」の努力はどうのよ
うになされているのか（ノウハウの蓄積は
人件費削減につながらないか）
・「統計体系整備事業」は開始年度が「昭
和２２年度」となっているが「体系整備事
業」とはその実、「協力自治体に対する
『一般的』な補助」のようなものか（具体
的な委託業務の作業量にリンクした委託費
なのか）。もし当該自治体職員が国の統計
業務以外の業務に従事しているのであれば
問題ではないか（その場合は、委託費の額
を見直すべきではないか）。

事業内容の一部改
善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

10,027 10,090 63 - 執行等改善

・毎年度実施する委託費の監査の中で、事務費等に係る委託費の執行について不
要不急の執行やコスト削減の余地がないか確認し、改善の必要があれば指導する
こととしている。
　また、毎年４月に当室が都道府県担当者を集めて開催する「都道府県庶務担当
補佐会議」等の場で、前年度や過去に監査で確認した事例を示しつつ、適正な執
行を要請している。
　当該会議等への参加などに係る旅費についても原則パック商品の利用を推奨し
ている。
　なお、統計専任職員の人件費については、国家公務員の定員合理化計画等に準
じて、毎年一定の削減を行うことによりコスト削減を図っている。（平成27年度
から31年度までの５カ年で1,881人（26年度定員）の10％削減する計画を立ててい
る。）

・　統計体系整備事業については、政府全体の統計行政の企画・立案・推進を図
る観点から、「公的統計の整備に関する基本的な計画の推進や、各省と連携して
産業連関表の作成、国連等が実施する購買力平価算出への対応、実際に調査を実
施する体制として地方公共団体における体制整備を行っているところ。
　御指摘の地方公共団体に対する委託費については、国が行う統計調査のうち特
に重要な基幹統計（55種類）の実施に当たっては、統計法施行令に基づいて、都
道府県が法定受託事務として統計専任職員を配置し、事務を行っているところ。
この事務に要する費用は国が負担することとされており、委託費として交付して
いるところである。なお、当該職員については国の統計事務に従事していると承
知している。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」 82

政策統括官（統計
基準担当）

一般会計
（項）統計調査費

　（大事項）統計調査等の実
施に必要な経費

146 その他

142 国連アジア太平洋統計研修所運営事業 昭和45年度 終了予定なし 304 304 303 

・政府と国連との協定に基づくものであ
り、事業自体の見直しの是非は判断できな
い。
・日本貿易振興機構との研修施設の借上げ
の随意契約の「理由」は何か。幕張にある
アジ研に同施設があるようだが、年間７０
００万円の賃料を随意契約でそこに支払う
必要性、合理性は、「すでに設置されてい
るので移転は困難」「英語での対応ができ
る職員が揃っている」ことにあるのか。レ
ビューシートでは「１０億円以上」につい
てのみ要記載となっているが、「点検」欄
には一言言及が必要であろう。

事業内容の一部改
善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

326 311 ▲15 ▲1 縮減

・ 外部有識者の所見に挙げられている研修施設の借上げについては、「アジア太
平洋統計研修所に関する日本国政府と国際連合との間の協定」に基づき、総務庁
（当時）とSIAPの間で合意されたものであるが、恒久的な建物を自らが所有する
ための予算の確保が困難であるため、賃貸借契約の形態をとっている。
　また、数ヶ月にわたる研修を毎年恒常的に複数回行うというSIAPの機能を果た
すためにも、継続的・安定的な環境を提供するといった観点から当該施設は恒常
的に同じ場所に置く必要があり、契約期間ごとに場所を転々とすることは、適当
ではないと認識し、随意契約としている。
・　概算要求については、直近の執行実績を基に概算要求額を精査した。
　政府開発援助諸謝金については、国際機関等への無償講師の派遣要請を増やす
ことにより、削減を図った。
また、政府開発援助庁費の雑役務費については、SIAPと協議を行い、事業日程を
見直し、より効率的な実施内容とすることにより、経費削減を図った。

政策統括官（統計
基準担当）

一般会計
（項）統計調査費

　（大事項）統計調査等の実
施に必要な経費

147 その他

143 統計調査等業務の最適化事業 平成18年度 終了予定なし 1,234 1,206 1,148 

・「成果実績（アクセス件数）」は過年度
においてすでに十分達成されているのであ
るから、次年度以降はより積極的な成果目
標を立てるべきではないのか。
・独法の再契約において一者応札が目立
つ。これは総務省の他部局が実施している
独法の契約監視の問題。「事業の効率性」
欄においてこの点の言及が必要ではないの
か。

事業内容の一部改
善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

1,145 1,472 327 - 執行等改善

　外部有識者の所見については、以下のとおりである。
・成果目標（アクセス件数）については、現行の目標設定方法をベースとして、
その数値に何らかの根拠のある係数を乗ずることで、より積極的な成果目標を設
定するよう検討する。
・政府統計共同利用システムの運用については、「独立行政法人統計センター年
度目標」等に基づき、独立行政法人統計センターが実施しているところ。平成27
年度の契約案件中（16案件）、一者応札の割合は37.5％（６件）となっていると
ころだが、当該独立行政法人統計センターにおいては、「独立行政法人統計セン
ター契約監視委員会」を設置・開催しており、「一者応札案件」等を審議し、改
善の取組内容などを点検している。

　また、行政事業レビュー推進チームの所見については、以下のとおりである。
　引き続き、政府全体の業務・システムの最適化を図りつつ、「政府統計の総合
窓口（e-Stat）」の掲載データの充実や統計情報のワンストップサービスについ
て、利用者の視点にも留意しつつ、一層推進するとともに、API機能や小地域に特
化した統計GIS機能の提供、データベース化した統計データの拡充やオープンデー
タの最高ランクであるＬＯＤでの提供など、統計オープンデータの高度化を推進
する。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」 1,472

統計局 一般会計
（項）統計調査費

　（大事項）統計調査等の実
施に必要な経費

148 その他

施策名：Ⅶ-４ 消防防災体制の充実強化

144 緊急消防援助隊の機能強化 平成16年度 終了予定なし 7,068 7,189 6,840 外部有識者による点検対象外 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き所要
額を計上。

5,827 6,907 1,080 - 現状通り 事業の効率的な予算執行に努め、引き続き所要額を計上。 消防庁 一般会計

（項）消防防災体制等整備費
　（大事項）消防防災体制等

の整備に必要な経費
  （大事項）消防防災体制等
の整備に係る技術研究開発に

必要な経費

149 平成２５年度対象 ○

145
常備消防力の強化等地方公共団体における消防
防災体制の充実強化

昭和28年度 終了予定なし 1,906 2,287 2,159 外部有識者による点検対象外 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き所要
額を計上。

2,311 1,772 ▲539 - 現状通り 事業の効率的な予算執行に努め、引き続き所要額を計上。 消防庁 一般会計
（項）消防防災体制等整備費
　（大事項）消防防災体制等

の整備に必要な経費
150 ○

146 消防団等地域防災力の充実強化 平成20年度 終了予定なし 750 2,149 2,051 外部有識者による点検対象外 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き所要
額を計上。

665 807 142 - 現状通り 事業の効率的な予算執行に努め、引き続き所要額を計上。 消防庁 一般会計
（項）消防防災体制等整備費
　（大事項）消防防災体制等

の整備に必要な経費
151 平成２６年度対象 　

147 Ｊアラートによる緊急情報の伝達体制の強化 平成21年度 終了予定なし 307 363 353 外部有識者による点検対象外 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き所要
額を計上。

424 499 75 - 現状通り 事業の効率的な予算執行に努め、引き続き所要額を計上。 消防庁 一般会計
（項）消防防災体制等整備費
　（大事項）消防防災体制等

の整備に必要な経費
152 ○
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148 消防庁危機管理機能の充実・確保 平成19年度 終了予定なし 735 735 535 外部有識者による点検対象外 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き所要
額を計上。

999 949 ▲50 - 現状通り 事業の効率的な予算執行に努め、引き続き所要額を計上。 消防庁 一般会計

（項）消防防災体制等整備費
　（大事項）消防防災体制等

の整備に必要な経費
 

（項）消防庁施設費
　（大事項）消防庁施設整備

に必要な経費

153 平成２５年度対象 ○

149 火災予防対策の推進 平成20年度 終了予定なし 89 89 69 外部有識者による点検対象外 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き所要
額を計上。

76 77 1 - 現状通り 事業の効率的な予算執行に努め、引き続き所要額を計上。 消防庁 一般会計
（項）消防防災体制等整備費
　（大事項）消防防災体制等

の整備に必要な経費
154 平成２７年度対象

150 危険物事故防止対策の推進 平成20年度 終了予定なし 89 89 83 外部有識者による点検対象外 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き所要
額を計上。

71 70 ▲1 - 現状通り 事業の効率的な予算執行に努め、引き続き所要額を計上。 消防庁 一般会計

（項）消防防災体制等整備費
　（大事項）消防防災体制等

の整備に必要な経費
　（大事項）消防防災体制等
の整備に係る技術研究開発に

必要な経費

155

151 コンビナート災害対策等の推進 平成20年度 終了予定なし 29 29 21 

・前年度の事故件数を１件下回る事故件数
を目標にすることには意義がない。事故発
生原因の解明・分析、効果的なコンプライ
アンス体制の構築等に向けた積極的な取組
が求められる。
・事故をきめ細かく分類・把握し、減少さ
せる取組が必要。

事業内容の一部改
善

事故の防止に向けたより積極的な取組を検討す
るとともに、更なる経費の効率化を図り、適正
な予算執行に努めること。

21 21 - - 執行等改善

これまでも石油コンビナート等特別防災区域内の事故については、防災アセスメ
ント指針による評価の推奨、３省連絡会議による事故原因の把握や再発防止策の
徹底、防災本部の訓練マニュアルの作成等、件数の減少及び被害拡大防止に取り
組んできたところ。さらに、平成２８年度に開催する「自衛防災組織等の教育・
研修のあり方調査検討会」においても、石油コンビナート区域内の事業所等の実
態把握や課題の整理を行い、標準的な教育テキスト作成や研修体制について検討
を行っていく等、今後も事故防止に向けた積極的な取組を行っていく。

消防庁 一般会計
（項）消防防災体制等整備費
　（大事項）消防防災体制等

の整備に必要な経費
156 その他

152 消防防災分野の研究開発に必要な経費 平成23年度 終了予定なし 293 293 273 
研究開発の成果が具体的にどう活かされた
かの考察が重要。

事業内容の一部改
善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

294 395 101 - 執行等改善 更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に努める。 消防庁 一般会計

（項）消防防災体制等整備費
　（大事項）消防防災体制等

の整備に必要な経費
  （大事項）消防防災体制等
の整備に係る技術研究開発に

必要な経費
 

（項）消防庁施設費
　（大事項）消防庁施設整備

に必要な経費

157 その他

施策名：Ⅰ-１ 公害紛争の処理

153 公害紛争処理等に必要な経費 昭和47年度 終了予定なし 62 62 53 外部有識者による点検対象外 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き所要
額を計上。

60 59 ▲1 - 現状通り 事業の効率的な予算執行に努め、引き続き所要額を計上。
公害等調整委員会
事務局

一般会計
（項）公害等調整委員会

（大事項）公害紛争処理等に
必要な経費

158 平成２５年度対象

いずれの施策にも関連しないもの

154 国際行政学会等分担金 昭和29年度 終了予定なし 10 10 10 外部有識者による点検対象外 現状通り 引き続き適正な予算執行に努めること。 10 9 ▲1 - 現状通り 引き続き適正な予算執行に努める。 行政管理局 一般会計
（項）総務本省共通費

　（大事項）国際会議等に必
要な経費

159

155 国際統計協会分担金 明治32年度 終了予定なし 0 0 0 外部有識者による点検対象外 現状通り 引き続き適正な予算執行に努めること。 0 0 ▲0 - 現状通り 条約等に基づくものであるため。
政策統括官（統計
基準担当）

一般会計
（項）総務本省共通費

　（大事項）国際会議等に必
要な経費

160 平成２５年度対象

156 経済協力開発機構拠出金 平成17年度 平成28年度 2 2 1 

平成17年から事業を開始し、平成28年度で
終了とのことだが、その理由は何か？何ら
かの代替事業があるのでしょうか？諸外国
との比較を行うことの重要性は理解できま
すが、諸外国との比較を利用した議論が、
今年度どのような場でどのような形で議論
が行われたのか等の具体的な記述がある
と、より一層説得力が増すと思われます。

終了予定 平成28年度をもって事業終了。 1 - ▲1 - 予定通り終了
経費の効率化、適正な執行、また毎年度のシーリングに対応するため、費用対効
果に鑑み、より優先度の高い事業に予算を振り分けた。

自治財政局 一般会計
（項）総務本省共通費

　（大事項）国際会議等に必
要な経費

161 最終実施年度

157 アジア地域行政会議等分担金 昭和35年度 終了予定なし 1 1 1 外部有識者による点検対象外 現状通り 引き続き適正な予算執行に努めること。 1 1 ▲0 - 現状通り 引き続き適正な予算執行に努める 自治大学校 一般会計
（項）総務本省共通経費

　（大事項）国際会議等に必
要な経費

162 平成２５年度対象

158
総務本省施設整備費（総務省第二庁舎施設整備
事業）

平成19年度 平成27年度 71 137 124 外部有識者による点検対象外 終了予定 平成27年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 平成27年度をもって事業終了。 統計局 一般会計
（項）総務本省施設費

　（大事項）総務本省施設整
備に必要な経費

163 平成２５年度対象

159
総務本省施設整備費（沿岸測定用簡易型鉄塔施
設）

平成21年度 終了予定なし 1 1 1 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

4 1 ▲3 - 執行等改善
来年度要求額について、28年度実施予定の配電盤の工事が終了するため、27年度
以前と同様塩害による修繕のみに減額要求し効率的な実施を図ることとしてい
る。

総合通信基盤局 一般会計
（項）総務本省施設費

　（大事項）総務本省施設整
備に必要な経費

164

160
国立研究開発法人情報通信研究機構運営費交付
金

平成13年度 終了予定なし 29,684 29,684 29,684 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

27,031 29,597 2,566 - 執行等改善
現行中長期目標・中長期計画において定めた運営費交付金の算定ルールに基づい
た業務の効率化等を図る。

情報通信国際戦略
局

一般会計

（項）国立研究開発法人情報
通信研究機構運営費

　（大事項）国立研究開発法
人情報通信研究機構運営費交

付金に必要な経費

165 平成２６年度対象

161
国立研究開発法人情報通信研究機構施設整備費
補助金

平成13年度 終了予定なし 49 49 37 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

43 43 - - 執行等改善
所見を踏まえ、引き続き複数者からの見積り取得の徹底等、さらなる経費の効率
化を実施。

情報通信国際戦略
局

一般会計

（項）国立研究開発法人情報
通信研究機構施設整備費

　（大事項）国立研究開発法
人情報通信研究機構施設整備

に必要な経費

166

162 独立行政法人統計センター運営事業 平成15年度 終了予定なし 8,095 8,095 8,095 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部改

善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に
努めること。

9,014 7,660 ▲1,354 - 執行等改善
契約期間及び業務内容が類似する案件について一括調達を実施することなどによ
り、更なる経費の効率化を図り、適切な予算執行に努める。

統計局 一般会計

（項）独立行政法人統計セン
ター運営費

　（大事項）独立行政法人統
計センター運営費交付金に必

要な経費

167

163 政党助成事務委託費 平成７年度 終了予定なし 24 24 21 外部有識者による点検対象外 現状通り 引き続き適正な予算執行に努めること。 24 24 - - 現状通り 引き続き適正な執行に努める 自治行政局 一般会計
（項）政党助成費

　（大事項）政党助成に必要
な経費

168 平成２５年度対象

- 

740,248 765,200 718,978 522,914 510,150 ▲12,764 ▲141 

16,928,929 16,928,929 16,926,261 15,411,539 16,142,312 730,773 

589,818 1,164,789 588,948 347,775 - ▲347,775 

53,961,643 55,458,976 53,398,206 51,382,435 51,124,483 ▲257,952 

17,669,177 17,694,129 17,645,239 15,934,453 16,652,462 718,009 

589,818 1,164,789 588,948 347,775 - ▲347,775 

53,961,643 55,458,976 53,398,206 51,382,435 51,124,483 ▲257,952 

注１．　該当がない場合は「－」を記載し、負の数値を記載する場合は「▲」を使用する。

注２．「執行可能額」とは、補正後予算額から繰越額、移流用額、予備費等を加除した計数である。

注３．「反映内容」欄の「廃止」、「縮減」、「執行等改善」、「予定通り終了」、「現状通り」の考え方については、次のとおりである。

 　　　　「廃止」：行政事業レビューの点検の結果、事業を廃止し平成２９年度予算概算要求において予算要求していないもの。（行政事業レビュー点検以前に平成２７年度末までに廃止されたもの、平成２８年度末に終了予定であったものは含まない。）

　　　　「縮減」：行政事業レビューの点検の結果、見直しが行われ平成２９年度予算概算要求において何らかの削減を行うもの。　

 　　　　「執行等改善」：行政事業レビューの点検の結果、平成２９年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、明確な廃止年限の設定や執行等の改善を行うもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。「今後検討」や「～に向けて努める」などのようなものについては含まない。）　

行政事業レビュー対象　計

東日本大震災復興特別会計

交付税及び譲与税配付金特別会計

交付税及び譲与税配付金特別会計

一般会計

合　　　　　計

一般会計

行政事業レビュー対象外　計

一般会計

東日本大震災復興特別会計



様式１ 【資料１－２】
平成２８年度 平成２９年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

差引き
備　考

反映状況

事業
番号

事　　業　　名
平成２７年度
補正後予算額

平成２７年度

反映額

事業開始
年度 執行

可能額

（単位：百万円）

執行額
会計区分 項・事項

平成２７
年度レ
ビュー
シート番

号

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見

基金
所見の概要 反映内容

事業終了
(予定)年度

委託
調査評価結果

担当部局庁
補助
金等

　　　　「予定通り終了」：行政事業レビューの点検以前に平成２７年度末までに終了したものや、平成２８年度末で終了を予定していたもので、予定通り事業を終了し平成２９年度予算概算要求において予算要求しないもの。

　　　　「現状通り」：行政事業レビューの点検の結果、平成２９年度予算概算要求の金額に反映すべき点及び執行等で改善すべき点がなかったもの。（廃止、縮減、執行等改善及び予定通り終了以外のもの。）

注４．予備費を使用した場合は「備考」欄にその旨を記載するとともに、金額を記載すること。

　　　　「前年度新規」：前年度に新規に開始したもの。

　　　　「最終実施年度」：当該年度が事業の最終実施年度又は最終目標年度に当たるもの。

　　　　「行革推進会議」：前年のレビューの取組の中で行政改革推進会議による意見の対象となったもの。

　　　  「継続の是非」：翌年度予算の概算要求に向けて事業の継続の是非等を判断する必要があるもの。

　　　　「その他」：上記の基準には該当しないが、行政事業レビュー推進チームが選定したもの。

注５．「外部有識者点検対象」欄については、平成２８年度行政事業レビューの取組において外部有識者の点検を受ける場合は下記の基準に基づき、「前年度新規」、「最終実施年度」、「行革推進会議」、「継続の是非」、「その他」のいずれかの選択理由を記載（行政事業レビュー実施要領第２部２（３）を参照）し、平成２５年度、平成２６年度又は平成２７年度の行政事業レビューの取組において外部有識者の点検を受けたものは、それぞれ「平成２５年度対
象」、「平成２６年度対象」、「平成２７年度」と記載する。なお、平成２８年度に外部有識者の点検を受ける事業について、平成２５年度、平成２６年度又は平成２７年度にも点検を受けている場合には、選択理由のみを記載する（「前年度新規」、「最終実施年度」、「行革推進会議」、「継続の是非」、「その他」のいずれかを記載）。



様式２ 【資料１－２】
平成２８年度新規事業

総務省

施策名：Ⅱ-１ 分権型社会にふさわしい地方行政体制整備等

新28-0001 業務改革モデルプロジェクトの実施に要する経費 102 適正な予算執行に努めること。 102 自治行政局 一般会計
（項）地方行政制度整備費
　（大事項）地方行政制度の整備に必要な経
費

新28-0001 ○

施策名：Ⅱ-２ 地域振興（地域力創造）

新28-0002 地域運営組織の形成及び持続的な運営に要する経費 16 適正な予算執行に努めること。 17 自治行政局 一般会計
（項）地域振興費
　（大事項）地域振興に必要な経費

新28-0002 ○

施策名：Ⅲ 選挙制度等の適切な運用

新28-0003 中山間地等における投票機会確保のための普及実践事業 14 適正な予算執行に努めること。 - 自治行政局 一般会計
（項）選挙制度等整備費
　（大事項）選挙制度等の整備に必要な経費

新28-0003 ○

新28-0004 参議院議員通常選挙に必要な経費 53,462 適正な予算執行に努めること。 - 自治行政局 一般会計
（項）選挙制度等整備費
　（大事項）参議院議員通常選挙に必要な経
費

新28-0004

施策名：Ⅴ-１ 情報通信技術の研究開発・標準化の推進

新28-0005
自律型モビリティシステム（自動走行技術、自動制御技術等）の開発・
実証

983 適正な予算執行に努めること。 1,200 
「新しい日本のための優先課題推
進枠」1,200百万円

情報通信国際戦略局、
総合通信基盤局

一般会計
（項）情報通信技術研究開発推進費
　（大事項）情報通信技術分野の技術戦略に
必要な経費

新28-0005

新28-0006 IoT共通基盤技術の確立・実証 350 適正な予算執行に努めること。 400 
「新しい日本のための優先課題推
進枠」400百万円

情報通信国際戦略局 一般会計
（項）情報通信技術研究開発推進費
　（大事項）情報通信技術分野の技術戦略に
必要な経費

新28-0006

新28-0007 次世代医療・介護・健康ＩＣＴ基盤高度化事業（補助金） 300 適正な予算執行に努めること。 350 

平成28年度補正予算において、他
の内容と併せて事業名を「医療・
健康データ利活用基盤高度化事
業」へ変更。このため、平成29年
度概算要求から本シートの事業名
も当該事業へ変更予定。
「新しい日本のための優先課題推
進枠」要望額：350百万円

情報流通行政局 一般会計
（項）情報通信技術研究開発推進費
　（大事項）情報通信技術の研究開発の推進
に必要な経費

- ○

施策名：Ⅴ-２ 情報通信技術高度利活用の推進

新28-0008 若年層に対するプログラミング教育の普及推進 103 適正な予算執行に努めること。 400 
「新しい日本のための優先課題推
進枠」400百万円

情報流通行政局 一般会計
（項）情報通信技術高度利活用推進費
　（大事項）情報通信技術の利活用高度化に
必要な経費

新28-0007

新28-0009 映像等近未来技術活用促進事業 99 適正な予算執行に努めること。 - 情報流通行政局 一般会計
（項）情報通信技術高度利活用推進費
　（大事項）情報通信技術の利活用高度化に
必要な経費

新28-0009

新28-0010 次世代Ｇ空間社会の構築（Ｇ空間２．０） 237 適正な予算執行に努めること。 500 

「新しい日本のための優先課題推
進枠」500百万円
新事業名：地域防災等のためのＧ
空間情報の利活用推進（29年度
～）

情報流通行政局 一般会計
（項）情報通信技術高度利活用推進費
　（大事項）情報通信技術の利活用高度化に
必要な経費

新28-0011

新28-0011 地域コンテンツの流通促進のためのポータルサイトに関する調査研究 30 適正な予算執行に努めること。 - 情報流通行政局 一般会計
（項）情報通信技術高度利活用推進費
　（大事項）情報通信技術の利活用高度化に
必要な経費

新28-0012

新28-0012 放送コンテンツ海外展開助成事業 225 適正な予算執行に努めること。 300 情報流通行政局 一般会計
（項）情報通信技術高度利活用推進費
　（大事項）情報通信技術の利活用高度化に
必要な経費

新28-0013

施策名：Ⅴ-４ 情報通信技術利用環境の整備

新28-0013 情報通信基盤整備推進事業 400 適正な予算執行に努めること。 1,000 
「新しい日本のための優先課題推
進枠」1,000

総合通信基盤局 一般会計
（項）情報通信技術利用環境整備費
　（大事項）情報通信技術の利用環境整備に
必要な経費

新28-0015 ○

施策名：Ⅴ-６ ＩＣＴ分野における国際戦略の推進

新28-0014 Ｇ７情報通信大臣会合開催経費 137 適正な予算執行に努めること。 - 情報通信国際戦略局 一般会計
（項）情報通信国際戦略推進費
　（大事項）情報通信技術の国際戦略に必要
な経費

新28-0016

施策名：Ⅵ 郵政民営化の確実な推進

新28-0015 第２６回万国郵便大会議対策 72 適正な予算執行に努めること。 - 情報流通行政局 一般会計
（項）郵政行政推進費
　（大事項）郵政行政の推進に必要な経費

新28-0017

いずれの施策にも関連しないもの

新28-0016 四国総合通信局新営工事 155 適正な予算執行に努めること。 917 四国総合通信局 一般会計
（項）総務本省施設費
　（大事項）総務本省施設整備に必要な経費

新28-0018

56,685       一般会計 5,186           

平成２８年度
当初予算額

行政事業レビュー推進チームの所見
（概要）

平成２９年度
要求額

備　　考

合　　　　　計

担当部局庁
事業
番号

事　　業　　名 会計区分 項・事項

（単位：百万円）

基金
委託
調査

補助
金等

平成２７年度レ
ビューシート番号



様式３ 【資料１－２】
平成２９年度新規要求事業

総務省

施策名：Ⅱ-１ 分権型社会にふさわしい地方行政体制整備等

新29-0001 地方自治法施行70周年記念行事に要する経費 - 43 自治行政局 一般会計
（項）地方行政制度整備費
　（大事項）地方行政制度の整備に必要な経
費

新29-0002 基幹統計として実施する地方公務員給与実態調査に要する経費 - 14 自治行政局 一般会計
（項）地方行政制度整備費
　（大事項）地方行政制度の整備に必要な経
費

施策名：Ⅲ 選挙制度等の適切な運用

新29-0003
マイナンバーカードの選挙事務への活用等に関する調査研究事
業・政見放送手話通訳士研修会の事務委託事業

- 28 自治行政局 一般会計
（項）選挙制度等整備費

　（大事項）選挙制度等の整備に必要な経費

施策名：Ⅳ 電子政府・電子自治体の推進

新29-0004 自治体情報セキュリティ強化対策事業 - 504 
要求額のうち「新しい日本のための優先課題推進
枠」 501

自治行政局 一般会計
（項）電子政府・電子自治体推進費

　（大事項）電子政府・電子自治体の推進に
必要な経費

○

新29-0005
女性活躍等に対応したマイナンバーカード等の記載事項の充実
等に必要な経費

- 344 「新しい日本のための優先課題推進枠」 344 自治行政局 一般会計
（項）電子政府・電子自治体推進費

　（大事項）電子政府・電子自治体の推進に
必要な経費

○

施策名：Ⅴ-１ 情報通信技術の研究開発・標準化の推進

新29-0006 「IoT/BD/AI情報通信プラットフォーム」社会実装推進事業 - 1,200 「新しい日本のための優先課題推進枠」1,200
情報通信国際戦略
局

一般会計
（項）情報通信技術研究開発推進費
　（大事項）情報通信技術分野の技術戦略に
必要な経費

○

新29-0007 次世代人工知能技術の研究開発 - 1,200 「新しい日本のための優先課題推進枠」1,200
情報通信国際戦略
局

一般会計
（項）情報通信技術研究開発推進費
　（大事項）情報通信技術分野の技術戦略に
必要な経費

○

施策名：Ⅴ-２ 情報通信技術高度利活用の推進

新29-0008 IoTネットワーク運用人材育成事業 - 600 「新しい日本のための優先課題推進枠」600
情報通信国際戦略
局

一般会計
（項）情報通信技術高度利活用推進費
　（大事項）情報通信技術の利活用高度化に
必要な経費

○

新29-0009 スマートスクール・プラットフォーム実証事業 - 500 「新しい日本のための優先課題推進枠」500 情報流通行政局 一般会計
（項）情報通信技術高度利活用推進費
　（大事項）情報通信技術の利活用高度化に
必要な経費

○

新29-0010 IoTサービス創出支援事業 - 1,333 「新しい日本のための優先課題推進枠」1,333 情報流通行政局 一般会計
（項）情報通信技術高度利活用推進費
　（大事項）情報通信技術の利活用高度化に
必要な経費

○

新29-0011 ４Ｋ・８Ｋ時代に対応したケーブルテレビ光化促進事業 - 1,996 「新しい日本のための優先課題推進枠」1,996 情報流通行政局 一般会計
（項）情報通信技術高度利活用推進費
　（大事項）情報通信技術の利活用高度化に
必要な経費

○

施策名：Ⅴ-４ 情報通信技術利用環境の整備

新29-0012 IoT対応インターネット整備支援事業 - 483 「新しい日本のための優先課題推進枠」483 総合通信基盤局 一般会計
（項）情報通信技術利用環境整備費
　（大事項）情報通信技術の利用環境整備に
必要な経費

○

新29-0013 モバイル通信環境の多様化に対応した実効速度計測の環境整備 - 50 総合通信基盤局 一般会計
（項）情報通信技術利用環境整備費
　（大事項）情報通信技術の利用環境整備に
必要な経費

○

新29-0014 位置情報等のプライバシー情報の利活用モデル実証事業 - 100 総合通信基盤局 一般会計
（項）情報通信技術利用環境整備費
　（大事項）情報通信技術の利用環境整備に
必要な経費

○

施策名：Ⅴ-５ 電波利用料財源による電波監視等の実施

新29-0015 IoT機器等の電波利用システムの適正利用のためのICT人材育成 - 326 
情報通信国際戦略
局
情報流通行政局

一般会計
（項）電波利用料財源電波監視等実施費
　（大事項）電波利用料財源電波監視等の実
施に必要な経費

○

新29-0016
4K・8K普及促進等のための衛星放送受信環境整備に関する支援
等（BS/CS-IF干渉対策）

- 3,980 
要求額のうち「新しい日本のための優先課題推進
枠」1,906

情報流通行政局 一般会計
（項）電波利用料財源電波監視等実施費
　（大事項）電波利用料財源電波監視等の実
施に必要な経費

○

新29-0017 公衆無線ＬＡＮ環境整備支援事業 - 3,895 
要求額のうち「新しい日本のための優先課題推進
枠」2,397

情報流通行政局 一般会計
（項）電波利用料財源電波監視等実施費
　（大事項）電波利用料財源電波監視等の実
施に必要な経費

○

一般会計 16,596       

事　　業　　名 担当部局庁 会計区分
行政事業レビュー推進チームの所見

（概要）
備　　考

平成２９年度
要求額

合　　　　　計

委託
調査

（単位：百万円）

項・事項 基金
補助
金等

事業
番号



様式４ 【資料１－２】

総務省

平成２８年度 平成２９年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

009 199 199 160 
事業内容の一部
改善

事業の成果が十分把握されてい
ない。成果を把握し今後の広域
連携推進に生かせるようにすべ
きである。失敗事例や合併での
経験など、これまでの豊富な情
報を分析し、各自治体が活用で
きるように情報提供すべきであ
る。

128 209 81 - 執行等改善

平成２６・２７年度新たな広域連携促進事業（連携中枢都市圏形成、都道府県
補完、三大都市圏における水平連携等）に係る成果について、検討段階におけ
る課題や、未だ圏域形成等に至っていない場合も含めて整理する。この成果
を、平成２８年度委託団体をはじめとする圏域形成等を検討する団体が活用で
きるよう情報提供（説明会、ヒアリング等）していくことで、「新たな広域連
携の促進」を一層図る。特に、地方制度調査会において重要性が指摘された都
道府県補完、三大都市圏における水平連携等に係る取組についてより深化して
いく。

085 250 892 652 
事業全体の抜本
的な改善

事業目的を防災、観光の二つに
明確に分けて制度設計すべき。
その上で、事業対象を明確に
し、適切な成果指標を設定して
評価を行うべき。観光について
は、民間ベースで整備可能な部
分が大きく、官の関わり方につ
いて十分検討すべき。

262 - ▲262 - 執行等改善

「電波政策2020懇談会報告書」（平成28年７月15日）において、地方公共団体
等がWi-Fi環境を整備する際に、電波利用料による補助を行うことが適当である
旨が取りまとめられた。これを踏まえ、次年度については、平成28年度総務省
行政事業レビュー公開プロセスで有識者からの指摘を受けた事業目的・対象等
に関して次の見直しを行った上で「公衆無線LAN環境整備支援事業」として要求
することとしたため、本事業としては本年度で終了とする。
【「公衆無線LAN環境整備支援事業」の要求に当たっての対応（反映状況）】
　・事業目的は防災を第一義とする。事業対象は、災害発生時に滞留者・帰宅
困難者・避難者などが生じ得る公共的な観光拠点における防災機能の強化も併
せて図るため、公共的な防災拠点と観光拠点とし、これを明確にする交付要綱
等の改正を行う。
　・成果指標については、本年中に作成する整備計画の作業と並行しつつ、想
定避難者数や収容定員などに基づき、客観的な指標の設定に努めることとし、
外部から分かりやすい評価を行う。
　・公共的な観光拠点の整備支援は、「観光立国」の推進の動きを踏まえ、民
間で整備できる観光拠点は民間に任せ、民間による整備が困難な公共的な観光
拠点の整備に特化する厳格な運用を協議会等に徹底させる。

122 1,446 1,697 1,651 
事業全体の抜本
的な改善

民放事業者へ多額の国費を投入
することに合理性を与えるため
には、事業目的が災害対策であ
ることを明確にすべきで、この
目的にふさわしい成果指標を設
定すべきである。事業の費用対
効果の分析、評価が必要であ
る。また、ワイドFMの利用を広
げる努力も必要である。

1,006 2,101 1,095 - 執行等改善

・事業目的は、「補助金交付要綱」等を改正し、災害時における情報伝達に資
するものであることを明記し、申請者から提出される「補助金交付申請書」に
おいても、本事業で実施する難聴対策を通じた災害時における有用性を明記さ
せることとする。
・成果指標は、新たにワイドＦＭ（FM補完放送）の聴取が可能となった世帯数
とする。
・災害が発生した際には、本事業により整備した設備等がどの程度役立ったの
か、民放事業者に対する聞き取り等を行い、事業の効果を検証し、分析・評価
に活用する。
・ワイドＦＭの普及に関しては、補助金交付決定時に、事業者に対しワイドＦ
Ｍ普及に係る具体的な取組を要請する等周知啓発を実施する。

1,895 2,788 2,463 1,396 2,310 914 - 

注１．　該当がない場合は「－」を記載し、負の数値を記載する場合は「▲」を使用する。

注２．「執行可能額」とは、補正後予算額から繰越額、移流用額、予備費等を加除した計数である。

注３．「反映内容」欄の「廃止」、「縮減」、「執行等改善」、「予定通り終了」、「現状通り」の考え方については、次のとおりである。

 　　　　「廃止」：行政事業レビューの点検の結果、事業を廃止し平成２９年度予算概算要求において予算要求していないもの。（行政事業レビュー点検以前に平成２７年度末までに廃止されたもの、平成２８年度末に終了予定であったものは含まない。）

　　　　「縮減」：行政事業レビューの点検の結果、見直しが行われ平成２９年度予算概算要求において何らかの削減を行うもの。　

 　　　　「執行等改善」：行政事業レビューの点検の結果、平成２９年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、明確な廃止年限の設定や執行等の改善を行うもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。「今後検討」や「～に向けて努める」などのようなものについては含まない。）　

　　　　「予定通り終了」：行政事業レビューの点検以前に平成２７年度末までに終了したものや、平成２８年度末で終了を予定していたもので、予定通り事業を終了し平成２９年度予算概算要求において予算要求しないもの。

　　　　「現状通り」：行政事業レビューの点検の結果、平成２９年度予算概算要求の金額に反映すべき点及び執行等で改善すべき点がなかったもの。（廃止、縮減、執行等改善及び予定通り終了以外のもの。）

新たな広域連携の促進に要する経
費

観光・防災Wi-Fiステーション整備
事業

無線システム普及支援事業(民放ラ
ジオ難聴解消支援事業)

合　　　　　計

反映内容

公開プロセス結果の平成２９年度予算概算要求への反映状況

事
業
番
号

平成２７年度
補正後予算額

平成２７年度
差引き

反映額

反映状況

執行可能額 執行額

（単位：百万円）

事　　業　　名 備　考

公開プロセス

とりまとめコメント（概要）評価結果



様式５ 【資料１－３】

(単位：事業、百万円）

事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額

注１．　該当がない場合は「－」を記載し、負の数値を記載する場合は「▲」を使用する。

注２．「行政事業レビュー対象事業数」は、平成２７年度に実施した事業数であり、平成２８年度から開始された事業（平成２８年度新規事業）及び平成２９年度予算概算要求において新規に要求する事業（平成２９年度新規要求事業）は含まれない。

注３．「廃止」、「縮減」及び「執行等改善」の考え方については、次のとおりである。

 　　　　「廃止」：行政事業レビューの点検の結果、事業を廃止し平成２９年度予算概算要求において予算要求していないもの。（行政事業レビュー点検以前に平成２７年度末までに廃止されたもの、平成２８年度末に終了予定であったものは含まない。）

　　　　「縮減」：行政事業レビューの点検の結果、見直しが行われ平成２９年度予算概算要求において何らかの削減を行うもの。　

　　　　「執行等改善」：行政事業レビューの点検の結果、平成２９年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、明確な廃止年限の設定や執行等の改善を行うもの。

 　　　　　　　　　　　（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。「今後検討」や「～に向けて努める」などのようなものについては含まない。）　

　　　　一般会計と特別会計のそれぞれの事業数を合計した数が「一般会計＋特別会計」欄の事業数と合わない場合がある。

「縮減」

5 

行政事業レビュー点検結果の平成２９年度予算概算要求への反映状況（集計表）

所　管

一般会計　＋　特別会計 一　　　般　　　会　　　計 特　　　別　　　会　　　計

｢廃止｣｢縮減｣計
平成27年度
実施事業数

｢廃止｣ 「執行等
改善」
事業数

「廃止」 「縮減」 ｢廃止｣「縮減｣計 「廃止」（参考）
29年度
要求額

「執行等
改善」
事業数

平成27年度
実施事業数

注５．「(参考)29年度要求額」は、行政事業レビューシートの作成・公表の対象となる事業（平成２７年度実施事業、平成２８年度新規事業、平成２９年度新規要求事業）の要求合計額である。

- - - -1 ▲7 -4 510,150 

「執行等
改善」
事業数

（参考）
29年度
要求額

「縮減」

▲141 ▲134 

平成27年度
実施事業数

-93 163 93 ▲134 

注４．　一般会計と特別会計の両会計から構成される事業については、一般会計及び特別会計ともに記入すること。事業によっては、一般会計と特別会計の両会計から構成されているものがあり、

-- -総 務 省 163 1 ▲7 4 



【行政事業レビューにおける優良事例】
「地域経済循環の創造」の推進に要する経費

（総務省地域力創造グループ地域政策課）

○ 本事業は、産・学・金・官の連携により、地域の資源と資金を活用して、雇用吸収力の大きい

地域密着型企業の立ち上げを支援し、地域経済の好循環の拡大を図る事業。

○ ローカル・アベノミクスの一層の効果的な推進のために、地域の主体性をより高める制度設計等が課題。

○ 地域の主体性をより高めるために、財政力指数等に応じ、新たに地方公共団体負担を導入。

○ 地域の資金循環を拡大するために、民間事業者等が地域金融機関から受ける融資額が

公費による交付額と同額以上であることを要件に設定するとともに、公費による交付上限額を引き下げ。

○ あわせて、以下の２要件を追加。

（ⅰ）事業の実施により、地方公共団体の負担により直接解決・支援すべき公共的な地域課題への対応の
代替となること

（ⅱ）他の同様の公共的な地域課題を抱える地方公共団体に対する高い新規性・モデル性があること

○ 事業の課題を踏まえ、制度の見直しを適切に行っていると認められる。

改善内容

選定理由

事業の課題

【資料２－１】



平成 28 年 3 月 29 日改正 

行政改革推進会議 

 

行政事業レビュー実施要領（抜粋） 

 
第５部 その他重要事項 

１ 優良な事業改善の取組の積極的な評価 

（１）各府省による自主的な事業改善の取組の評価 

① 各府省において、チームは、事業所管部局による自主的な事業改善の取

組のうち、優れた取組を優良事業改善事例として積極的に評価するととも

に、府省内に普及させていくものとする。 

 なお、優良事業改善事例については、翌年度予算概算要求までを目途に

レビューシートとともに評価内容等を各府省のホームページにおいて公

表することとする。 

 

② 自主的な事業改善の取組については、レビューシートの「事業所管部局

による点検・改善」の「点検・改善結果」欄に、その具体的内容を記載す

るものとする。 

 

③ 優良事業改善事例の選定に当たっては、次の観点を考慮するものとする。 

ア 事業効果や執行実態を把握・分析した上で、事業内容や執行上の課題

が的確に抽出されていること。 

イ 事業内容について、課題を踏まえた有効な改善がなされていること。 

ウ 事業改善の取組において、独創性や創意工夫が発揮されていること。 

エ グッドプラクティスとして共有可能な汎用性のある取組であること。 

 

（２）優良事業改善事例等を参考とした積極的な事業改善 

各府省は、優良事業改善事例を参考として、積極的な事業改善に努めるもの

とする。 

 

【資料２－２】



総 官 会 第 866 号 の２ 

平成 25 年 4 月 26 日 

総務省行政事業レビュー推進チーム運営要領 

 

（目的） 

第１条 

 総務省に、総務省行政事業レビュー推進チーム（以下「チーム」という。）を置き、行

政事業レビュー（以下「レビュー」という。）の責任ある実施に取り組む。 

 

（構成員） 

第２条 

 チームの構成員は次に掲げる者とする。 

  統括責任者：大臣官房長 

  副統括責任者：大臣官房会計課長及び大臣官房政策評価広報課長 

  メンバー：各局総務課長等 

  その他、チームが必要と認めたときは、上記以外の者を参画させることができる。 

２ チームの下に事務局を置き、チームの運営に関する事務を担当させる。 

３ 事務局長は、大臣官房長とし、事務を総括整理する。事務局次長は、大臣官房会

計課長及び大臣官房政策評価広報課長とし、事務を整理する。 

 

（業務） 

第３条 

 チームは、以下の取組を行うものとする。 

一 事業所管部局による行政事業レビューシートの適切な記入及び厳格な自己点

検の指導 

二 外部有識者の指名 

三 外部有識者の点検を受ける事業の選定及び外部有識者からの点検結果の聴

取 

四 外部有識者による公開の場での点検の対象となる事業の選定及び点検結果の

聴取 

五 一、三及び四を踏まえた事業の厳しい点検及び点検結果（所見）の取りまとめ 

六 チーム所見を踏まえた事業の改善状況の点検 

七 総務省全体の概算要求への反映状況の確認及び取りまとめ 

２ レビューは総務省自らが、自律的に実施する取組であることに鑑み、チームは、

本条第１項各号に示した取組に加えて、主体的かつ不断に創意工夫を重ねなが

【参考資料】 



ら、レビューの実効性向上のための取組を積極的に行うものとする。 

 

（雑則） 

第４条 

 この要領に定めるもののほか、チームの運営に必要な事項は、チームが定める。 

 

 

附則 

 

（施行期日） 

第１条 

 この要領は、平成２５年４月２６日から施行する。 

 

（雑則） 

第２条 

総務省予算執行監視チーム運営要領（平成２２年１月２９日総官会第２１０号）は、

この要領の施行をもって廃止する。 
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